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● 特集 地域別情報拠点の育成とアプローチ
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コンピュータとコミュニケーションの融合 《C&C》 にもとづき、最新のアーキテクチャを駆使 し、

数 々の先 進技 術を採用 して 時代の多様 なニーズに応 えています。

NECが 世 界に誇 る通 信技 術 や電 子 デバ

イス技 術 に、最 新 のアーキテクチャを駆 使し

た世 界最 大級 の汎 用コンピュー タ《ACOS

システム1000》。ここで 実 証 した 先進 技 術

の もと、多彩 な機 能 と柔 軟性 のあるソフトウ

ェアを備 えたNECコ ンピュー タは、 それぞ

れ優 れ た性 能 が 高 く評 価 され、さまざまな

分 野 で 今Bも 重 要な働 きをしています。

ec
⊃ ンピ ュー9⊃ ミュニケー シヨン

●世 界 最 高水 準 の 汎 用コンピュータ

ACOSシ ステム250/350/450/550/650/

750/850/IOOO(中 ・小 型 ～超 大型)

● 多彩 な複合機 能 のOAオ フィスコンビ=一 夕

NECシ ステム50/35、IOO/45、IOOf85、

150/55

●OA実 践 の ビジネスパ ーソナルコンピュータ

NEGシ ステム20/15

●先 進 の16ビ ット、洗 練 の8ビ ット

パーソナルコンピェータ

N5200モ デル05

PC吟6000/8000/8800

●分 散 処 理専 用コンピュータのエース

N4700分 散 処 理 システム

●32ビ ットのスーパー ミニコンピュータ

NECMSi20/140「190

●OAの 先 端 で 活躍 するターミナル

インテリジェントター ミナル

デ ータエントリターミナル

業 種 別専 用 ター ミナル

業 務 別専 用 ターミナル

●OAの 日用 品 、日本語 ワードプロセッサ

文 豪NWP-10Nt20N

●OAシ ステムを包 含 した

情報 処 理ネットワーク体 系 《DINA》

C&G光 ネットワークシステム

C&Cネ ットワーク構 成機 器

C&Cネ ットワークソフトウェア

IVECコ ンピュータ
日本電気株式会社 お 問 合 せ は:情 報 処 理 ・宣 伝

TEL(03)454-Hll(大 代 表)



ソフ ト時代に対応する最新開発システム

4ビ ッ トマ イ コ ン 開 発 支 援 装 置

MDSS-4
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低 価 格16ビ ッ トマ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ

綱 φ1ザ4繊 ・

過 直 達 鰯 ピ ・記

あ らゆ るマ イ コンの ソ フ ト開発 を支援 す る…

GORE
コア・グループ

■ システム販売 ■ ソフ トウエア開発

コ ア デ ジ タ ル 株 式 会 社 株式会社 シ ス テ ム コ ア

〒150東 京 都 渋 谷 区 渋 谷3-26-20ミ ツ ウ ロ コビ ル 〒160東 京 都 新 宿 区 南元 町19僧 濃町 外 苑 ビル
呑(03)407-6581(fk)tt(03)359-0461(イ ざ)

大 阪 コ ア 株 式 会 社 株式会社 デ ン ケ イ
〒541× 阪 府 大 阪 市 東 区 淡 路 町3-37富 山 化学 ビ ル.〒150東 京 都 渋 谷区 南Pt台1…11星 和 南 平 台 ビ ル

e(06)222-6581(代)tt(03)496-8941(代)t、 冨

西 日本 シンクタ ンク株式会社 株式会社 応用 システム研究所
〒733広 島 県広 島 市 中 区 本 川 町1-1-24第2一 三田 尾 ピル 〒150東 京都 渋 谷 区 渋 谷3-26-20ミ ツ ウ ロ コ ビ ル

呑(0822)32-7337(イk)tt(03)407-6581(イk)
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JSDは ソ フ トウェア ・プ ロフェッシ ョナル の ための

種 々の 開発 支 援 シ ス テム を作 り上 げ ま した
●JSDを 支 え る ソフ トウェア関連 業 界の 中核 企業群 が豊 富 な経 験 に も とつ い て作 り上 げた

開発 支援 用具 です。

●6年 にわ たる国家 的 プ ロジ ェ ク ト 「ソフ トウ ェア生産 技術 開発 計画」 の 成果 です。

(情報処 理振 興事 業協 会 〈IPA>か らの委 託 に よ り開 発 され ま した。)

皆様の ソ フ トウェア開発 に もお使 い下 さい
●ア プ リケー シ ョン ・プ ロ グラムの設 計 か らテ ス トまでの種 々の場面 に役 立つ ソフ トウ ェア

開発支援 システム群 で す。 きっ と皆様 の お役 に立 つ こ とで しょ う。

CPL・A/P

システ ム設 計一 プロ グラム設計 一プ ログラ ミングの橋渡 し

をす るシステムです。 ソフ トウェア ・ドキュ メントの作成 に

威力 を発揮 します。一部 に漢字 を取 り入れ ています。

SMS

事務処理 システムの モジュラ ・プ ログラ ミングを支援す る

高水準言語 とCOBOLの プ リ ・コンパ イラです。

8ACON

オ フ コ ン用 のCOBOLプ ロ グ ラム ・ジ ェ ネ レー タ で す。 シ

ス テ ム設 計 の段 階 か らお 使 い 下 さ い。

MODE

既存 のCOBOLプ ログラムの再利 用を支援 す る会話型プ ロ

グラム ・エデ ィタです。

PDL-1

事務処理 分野 のアプ リケー ション ・プ ログラムの設計 ・プ

ロ グラム作成 ・テ ス トの総 合的 な支援 システムです。 プロ グ

ラム ・ドキュ メン トの作成 に有効 です。COBOLプ ロ グラム

を生成 します。

SYSTEM-EAST

FORTRANプ ログラ ミングの支援 システムです。 既存 の

FORTRANプ ログラムの解析 ・再利用 に役立 ちます(EAST1)。

FORTRANに おけるデー タの記述 と手続 きの記述の分離が可

能 です(EAST2)。

TDSS

ト ップ ダ ウ ン設 計 を支援 す る会 話 型PDL(ProgramDe

signLanguage)で す 。FORTRANに よ る記 述 まで 分 解 して

い くこ とが可 能 で す。

PTSS

FORTRANプ ログラムのテス トに有効 な多 くの機能一静的

解 析,動 的解析,動 的 モニタ,

たテ ス ト支援 システムです。

テス ト情報生成 一をパ ックし

ALPS

古 いCOBOLプ ログラムの構造 化を行 い,ド キュ メン トを

作 り出 します。美 しく見や す くなったプロ グラムは コンパ イ

ル可能 です。

このほかにもい くつかの開発 支援 システムがあ ります。

坊D騙1濡鑑莞謙 譲
〒105東 京 都 港 区 虎 ノ門2-8-tO第15森 ビルTEL(503)4981(代)
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我が国情報産業の

現状 と国際化

1

●

通商産業省機械情報産業局長

豊
丘 島 格

1活 力とゆとりの社会へ

我が国における最近の情報化の進展には 目を見

張るものがあ り,今 やあらゆる分野で コンピュー

タが活用されるようになってきてお ります。当省

の調査による我が国のコンピュータ設置台数も昨

年12月 末時点で10万 台を超え,コ ンピュータはま

さに我々の経済,社 会の中枢神経として不可欠な

要素となってきたといえましょう。

情報化の社会全般に及ぼす影響は,産 業革命に

も匹敵する広が りと深 さをもっており,こ れへの

対応如何が明 日の我が国を決定する言っても過言

ではあ りません。情報化の進展は産業面における

生産性向に役立つことはもとより,省 資源,省 エ

ネルギーの推進,医 療問題,教 育問題,あ るいは

交通問題,都 市問題 といったような社会的な問題

の解決にも寄与するものであ ります。

内外の環境条件が変化する中で,狭 隆な国土に

1億 人を超える国民をかかえなが らこれといった

資源をもたない我が国が今後活力とゆとりのある

経済社会を築いていくためには情報化の推進に力

を注いでいかなければなりません。すなわち,産

業や社会の情報化促進,情 報関連技術の開発を積

極的に行ってい くとともに産業協力や国際協同開

発などの国際的展開をも地道に進めてい くことが

肝要と考えます。

2情 報産業の現状

我が国の情報産業の現状を大づかみにみてみま

すとコンピュ'一タ産業の売上高は約1兆5,000億

円,集 積回路産業のそれは約7,000億 円,そ して

情報処理産業も急激に1兆 円産業に近ずきつつあ

り,年 々それぞれGNPを 大巾に上回る伸びを示

してお ります。また,コ ンピェータの設置を金額

ベースでみた国別シェアではアメリカが43% ,日

本が11%,こ のあとに西 ドイツ,フ ランス,イ ギ

リスが数%の 割合でつづき,我 が国は世界第2位



のコンピュータ保有国となっています。

一方,こ れをメーカーサイ ドでみると,米 国メ

ーカーが圧倒的に強 く,世界市場の約8割 を占め,

特にIBMの シェアは56%に もなっています。そ

して ヨーロッパのメーカーはわずか5%,日 本の

メーカーは約7%で すが,コ ンピュータ6社 とい

われている日本メーカーを1社 あた りで 考 え る

と,IBMは およそその50倍 であ り,ス ケーールの

差は歴然としてお ります。 また コンピュータの輸

出入を81年 の統計でみると,輪 入が2,000億 円強,

輸出が約2,650億 円と81年に初めて出超に転 じて

お りますが,対 米では,輸 出1,100億 円強,輸 入

約1,550億 円で依然として400億 門余 りの入超 と

なってお ります。

3国 際化

先端技術産業の発展は,経 済のニューフロンテ

ィア拡大を通 じて,と もすれば活力を失いがちな

世界経済の再活性化に貢献 し,人 類の質的向上を

保障するものであります。従って,先 進諸国は相

協力し,得 意分野を生か して先端技術産業の振興

を図 り,そ の貿易を拡大 し,そ の成果を世界経済

の発展の中で共に享受すべきと考えてお ります。

かかる観点か らわが国としては,先 端技術開発の

国際協力を図りつつ,率 先 して先端的革新的技術

開発に取 り組んでいくことが基本的に重要と考え

ます。

情報関連技術においても,我 が国が率先 して技

術開発に取 り組んでいくことが大切なわけですが

また,こ の結果 として,我 が国がす ぐれた情報機

器 ・システムなどを世界に安定的に供給 してい く

ことも国際的に貢献する一助 となりましょう。

我が国の情報関連技術には,分 野に よっては世

界の トップレベルに近いものもあり,そ のような

ものについては諸外国の関心 も強いことから,特

に基礎的な研究領域を中心 として積極的に情報交

3

換,人 材交流などを図ってい くつもりで お り ま

す。また,情 報関連技術の開発の中には一国の負

担をこえて巨大化,複 雑化する技術の出現も予想

され,こ うした技術の開発にあたっては,効 果的

な国際協力のあり方について検討を行ってい く必

要がありましょう。一方,情 報産業においても,

相互補完的な役割を諸外国に求めるなど国際協調

を念頭におきつつ,多 様な分野での国際分業,産

業協力を推進する必要がありましょう。

先進国に比べ,情 報化の遅れている発展途上国

に対する情報化協力については,経 済協力,技 術

協力の一環 として,こ れまで以上に積極的に推進

していく必要がありますが,特 に発展途上国から

の研修生の受入れ,訓 練センターの設立,専 門技

術者の派遣などによる人材の育成,並 びに医療,

教育などの社会生活面でコンピュータテクノロジ

ーを活用した社会システムの導入など社会基盤の

整備に重点を置いた協力が有効と考えられましょ

う。

情報は今や物質,エ ネルギーとならんで経済 ・

社会活動を支える重要な資源として認識されつつ

あ り,国 際的な相互依存関係が高まる中で,80年

代は国際情報ネットワークの本格的形成の時代を

迎えるものと予想されます。このため,各 国の動

向,実 情を十分把握するとともに,通 信回線の開

放,プ ライバシー保護,デ ータ保護など内外の法

制度上の問題,デ ータの越境流出入,回 線料金の・

国際格差などを十分検討し,我 が国として対応を
'誤らな

いよう準備するとともに,国 際的に通用す

る我が国固有のデータベースを構築する必要があ

りましょう。さらに,OECDや その他の国際機

関などあらゆる場を通じてつねに世界の情報化へ

の積極的貢献を心がけ,世 界の情報化の一層の進

展に資することが肝要といえましょう。
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一 『'80年代は,地 方の時代である』 と大平前首

相が提唱 し,地 域の問題に関心を集めましたが と

くに地域の社会経済及び住民生活の多様化,高 度

化にともない地域の情報化を一層推進する必要が

あろうかと存 じます。

当協会では,昭 和54年 度から地域別情報拠点育

成調査委員会を設けて,調 査研究を進めておりま

す。

本日は,委 員会側から川端委員長,岡 田委員に

また,ゲ ス トとして本プロジェク トにご支援いた

だいている通商産業省から渡辺氏にご出席をお願

いして,今 後のアプローチや利用の問 題 に つ い

て,論 じて頂 くことにいた しました。まず,始 め

に,川 端委員長に,調査研究プロジェク トの目的,

内容,実 施方法などを簡単にご説明願います。

地域別情報拠点の

具体的アプローチ

川端 地域情報拠点の目的は,如 何にして地域の

情報化を高めるか,と い うことではないかと思い

ます。 「地方の時代」として,田 園都市構想,テ

クノポリス構想,地 場産業都市構想など地域に関

連 して様々な政策構想が打出されてお ります。と

くに地域の重要性がいわれるなかで,国,地 方自治

体,地 域団体,企 業及び住民が十分な連携体制を

とることが重要なテーマの一つとなっています。

そのなかで,国 と地域が保有 している情報を掘 り

起 し,相 互に流通させることにより,共 通の情報

基盤を形成することが有効な手段となるのではな

いか。共通の情報認識に立つ ことによって,お 互

いのコンセンサスを得ることや,各 地域の実情に

最も適した意思決定が可能になる。 このようなニ

ーズに応じた地域情報の収集利用機能実現にあた

っては,ニ ーズの面からみて,第1に,必 要な情

報は,そ の問題に関係する機関が最もよく把握で
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き る。 第2に,デ ー タ の作 成,メ ン テナ ン ス性,

即 応 性,信 頼 性 の面 か らデ ー タ の発 生 源 に よ り近

い と こ ろが 最 適 で あ る,と い う基 本的 な 考 え か

ら,地 域 問 題 の ニ ー ズ と テー マ に 応 じた様 々な地

域 レベ ル の情 報 の蓄 積,整 備,流 通 を 行 う 「情 報

拠 点 」 を育 成 し,そ れ ら の拠 点 間 を ネ ッ トワー ク

で 結合 し よ うとい うもの です 。 こ の よ う な 考 え

は,シ ス テ ム的 には,分 散 型 シ ス テ ム の構 築 を 目

指 して い ます 。

一 地 域 別 情 報 拠 点 の 基 本 構 想 は,分 散 シス テ ム

を 指 向 してい る とい うこ とで す が,集 中 型 を と ら

な い理 由は どんな とこ ろに あ る ので し ょ うか 。

川 端 情 報 シ ス テ ムに は,中 央 集 中 型 を と る考 え

もあ りま す が,地 域情 報 の場 合 は,地 域 に よ って,

また,問 題 に よ って,扱 う情 報 の種 類 が 異 な りま

す し,こ れ らの 多種 多様 な情 報 を一 元 的,集 中 的 に

集 め 管 理 す る こ とは,技 術 的 に も困 難 で し ょ う。

分 散 シ ス テ ム です と,個 々 の拠 点 は,自 分 の と こ

ろ で必 要 な情 報 を蓄 積 加 工 が で き る規 模 の コ ン ピ

ュー タを確 保 すれ ば 良 く,各 拠 点 を 電 話 網 で 接 続

すれ ば よろ しい の で す か ら現 実 的 な ア プ ロー チ と

思 い ます 。

一 そ れ で は ,内 容,実 施 方 法 に つ い て … …。

川端 これ は,資 料 を ご賢 い た だ い て,簡 単 に 説

明 させ て も らい ます 。

地 域 情 報 の拠 点 は,必 要 に よ り個 々 の ニ ー ズに

応 じて 育成 され る べ き で あ る と,先 程 申 し上 げ ま

した が,本 プ ロジ ェ ク トでは,具 体 的 な テ ー マを

選 定 い た し,情 報 の ニー ズ 調査,テ ス ト事 例 研 究,

パ イ ロ ッ ト ・シ ス テ ムの 開 発 と一 貫 した ア プ ロー

チ を 行 い,最 後 に 検 証 す る方 法 を 採 用 し て い ま

す 。 これ も,机 上 の プ ラ ンに と どま らず,実 用 の も

の を開 発 す る と い う考 えか らで てい る もの で す 。

テ ー マ の決 定 は,最 初 に協 力地 域 を 選 び,各 地

域 の 問題 を 出 して頂 い て検 討 しま した。 で き るだ

け,各 地 域 と も異 な るテ ー マ を採 用 す る よ う配 慮

い た しま した。 各地 域 ご との テ ー マは,資 料1の

とお りで す 。
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次に,実 施方法ですが,地 域情報拠点調査委員

会のもとに各地域に,地 方自治体,地 域の産業団

体,地 域企業,地 域の情報サービス機関,国 の出

先機関などの専門家による地域専門委員会を設置

して,具 体的な調査研究を行っています。資料2

はスケジュ'一ル,資 料3が 組織です。

一 このプロジェクトは ,通 産省のア ドバイスで

進めてお りますが,基 本的な考え方や実行上の問

題で渡辺さんから,補 足いただければ と思います

カミー・・-o

渡辺 地域別情報拠点とい う考え方 と同時に,産

業別の情報拠点とい うものも考えています。こち

らの方が地域別情報拠点より先に進められている

わけですが,こ れはいわばタテ割 りの情報拠点 と

考えられます。地域とい うのはヨコ割 りといった

ところですが,要 するに情報がどんなふ うにでも

使えると考えればわか り易いで しょう。

産業別 とい うのは,い まは生産活動とか経済活

動のほ うの産業別をいっています。が,将 来は流

通消費,国 民生活とい うような形で使われて くる

とい う考え方があるわけです。そ うなると地域別

とタテ ・ヨコの関係が網の目のように な っ て く

る。地域情報拠点 とい うのは,こ の産業あるいは

生活 ・文化といったものが,地 域区分とい う形で

重ね合わせたものになるわけです。 こんどは地域

とい う立場で産業別にもみんな使っていける,ま

た全国的に使えるとい うように,情 報を一つの面

からだけでな く,ど うい う視点からでもうま く使

える。地域別情報拠点とい うのは,そ うい うもの

であってほしいというわけです。

また,国 際的になっても,考 え方は 同 じです

ね。地域 とい う言葉からローカルな問題 と受取 ら

れるか もしれませんが,こ れは普遍的な問題だと

い うふ うに理解すればいいのではないかと思いま

す。

一 情報の多目的利用とい うのが基本にあるかと

思いますが,具 体的な例を説明いただけないでし

ょうか。

1

地域特性を生か した

情報拠点

渡辺 オイルシ ョック前には,地 域開発とい う考

え方が地域問題の中心だったろ うと思います。と

ころがいまは地域 自体が独 自性を持つとい うか,

地域特性とい うことに重点をおいた施策が必要に

なってきています。国の政策も,昔 のように画一

的なや り方とい うことでは うま くいか な い わ け

です。地域の特性を生か したや り方でやっている

わけですね。にもかかわらずテ レビで も新 聞 で

も一方通行なわけで,こ うい う情報の使われ方と

い うのはやは り問題があ るわ け です。地域の特

性 と い うものを浮きぼ りにさせる情報が使えて

初めてその地域特性に応 じた施策や計 画 が 実 行

できる。これは政治でも企業経営でも同 じで す

ね。

たとえば,地 域の産業ビジョン,テ クノポ リス

の配置とか工業の再配置,地 盤整備などいろいろ

な問題があります。が,農 業の構造改善事業をや

るに しても,全 国一律の構造改善では駄目なわけ

ですね。その農村地域 ごとに,工 業な り一般産業

を農業とどうマヅチさせるかを考える必要があ り

ます。また工業用水とか農業用水とかの問題もあ

ります。ですから地域産業なり生活の基盤整備と

いっても,地 域の特性に応 じてやっていかなけれ

ばいけないわけです。地場産業をどう考えるか,

伝統工芸品の特性をどのように発揮させてい くか

など地域別情報拠点ができて考え易 くなったとい

う形が望ましいわけです。

国土庁が進めている定住圏構想は,産 業とか住

宅,文 化 といったものがみんなバランスがとれて

成 り立つ ものですね。そ うい う意味で新 しい住宅

のプロジェク トを考えるにしても,産 業別情報拠

点のような地域データが全部揃っていることが必
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要になってきます。

地域エネルギーの関係でも同じです。最近は,

地域技術がとりあげられていますが,こ の場合 も

やは り国が地域の特性を生かして進めていく必要

があり,情 報を うまく使わなければなりません。

一 次に地域別情報拠点の整備 とい う観点から
,

国,地方 自治体,産 業団体の役割を展望いたしたい

のですが,そ こで,今 度は,所属機関の立場から,

コンピュータの高度利用やデータベースの整備の

現状,情 報拠点に対する考えをお聞せ下さい。最

初に自治体側の現状について,川 端さんか らお願

いいた します。

多 目的 ・有効な情報利用

川端 統計情報に限って申しますと,社 会,経 済

の進展に伴って,こ れまでのタテ割 り的な各省庁

ごとのものよりもう少 し精度の高い,横 断的な詳

細なデータが求められるようになっているとい う

気が します。また,統 計情報を利用する側からい

いますと,そ の都度個人なり企業 ・業界に対 して

調査するわけにもいかないのでどうしても限られ

た情報に頼ることにな ります。 この限られた情報

をどう多目的に利用していくかが課題になるわけ

ですね。現在,各 自治体で,指 定統計な り届出調

査な りを含めてかな りの統計調査が行われてはい

ますが,そ れが行政官庁だけでなく民間その他の

分野で有効に利用されているかとい うと非常に疑

問なわけです。発表の時期がおそいとかあいかわ

らず印刷の形で公表されるとか問題はいろいろあ

るわけですが,コ ンピュータサイ ドからいうと,

なるべ く多 くの人が,コ ンピュータで使えるよう

な共通のプログラムを作ることも考える必要があ

ると思います。また,そ のためには利用施設など

も要 るわけですが,多 くの人たちが利用できるよ

うにという考え方で企画されている場合が少ない

ように思います。そ ういう点で,昭 和54年 に本委

員会の発足から参加 させてもらい,地 域別情報拠

点の構築に よる統計情報の多 目的利用とい うネラ

イを聞き,自 治体側の人間としては,警 鐘を聞 く

思いでした。

統計情報を多くの人が利用できるようにすると

い う考えは,一 部の人は理解 しておられますが,一

般的にはまだ受け入れ られていません。自治体や

各省庁間でも情報の交換はあまり進んでおらず,

自己完結的な閉鎖性が感じられます。それだけに,

この地域別情報拠点の育成 とい う委員会の成果の

果す役割は大きいと思います。実際に,委 員会の

報告書を各県の課長さん方にも読んでいただいて

いますが,徐 々に認識が深まってきていますね。

一 岡田さんは,東 京商工会議所でお仕事をされ

ていますが,民 間の経済団体とい う立場か ら,情

報の利用についての状況をお聞かせ下 さい。

岡田 従来,私 どもでは主として各省庁や地方公

共団体から出される情報は大きく分けて二つの使

い方を しています。一つは幅広い情報を集めて企

業経営に役立つ内容に処理 して会員に情報提供の

サービスをすること,も う一つは,い ろいろな経

済 ・社会問題に対する産業界の意見をとりまとめ

る際の基礎データに使 う方法です。後 者 の 場 合

は,現 在各省庁などで公表 しているところの印刷

物でもまあ,い いわけですが問題は前者の場合で

す。 この場合は,正 確で速効性のある具体的な情

報を集めて提供する必要があ ります。全国に商工

会議所がありますが,そ の うち汎用 コンピュータ

を導入 しているのは22ヵ所,オ フィスコンビュー'

タの導入を含めても43ヵ所で,ほ とんどが外部の

コンピュータを利用するか,あ るいは機械を利用

せずに情報処理 して会員にサービス して い ます

が,多 くの商工会議所で情報を集め,加 工処理す

るのに非常に苦慮しているのが現状なのです。

それでは会員がそれぞれ独 自に情報を集めれば

いいじゃないかとい う考えもありましょうが,こ



れもなかなか うまくいきません。 自分の欲しいデ

ータがどこにあるかわからないとい う人が多いん

ですね。そ うい う意味で,情 報拠点といったもの

ができて,質問を発することによって,必要な情報

がどうい う形でどこにあるかがす ぐにわかれば,

産業界にとって大きなメリットになると思います

ね。またそれによって情報が多目的に使えるよう

になれば,さ らに大きな意義がでるだろ うと期待

しているわけです。

一 渡辺さん,国 の立場から如何で しょうか。

渡辺 具体的にいちばん有効に使えるだろ うと思

うのは,広 域的な捉え方の情報です。従来,行 政

区画を県を単位に し,そ こで情報をとっていたわ

けですが,例 えば商業圏,経 済圏とい っ た も の

は,必 ず しも県単位等の画一的な把握の仕方はで

きません。福島県の例でいいますと,太 平洋岸は

む しろ関東圏に組み込 まれています し中 央 の福

島,郡 山あたりは独自の経済圏を構成 しています。

会津若松のほ うに行 くと,ま た全然別の地域の特

性があるはずなんです。こうした点を分けて見て

いけるようになりませんと,有 効にその問題を考

えだす ことはできないわけです。公害や環境問題

の場合も同じですね。川が県境になっているケー

スも多 く,○ ○川の流域といった場合まさに地域

情報を再編 してい く必要があ ります。 このように

具体的な問題にな りますと,地 域のデータの再編

成が自由自在にできるとい うのが地域別情報拠点

のいちばん大きな特長でな くてはいけ な い わ け

です。従来のデータの扱い方を大きく飛躍させた

ものが,新 しい機能 となってくるのではないかと

思います。

ここで見逃が してならないのは,わ れわれがデ

ータベースとい うことを考える場合,わ ざわざデ

ータを集めるのは非効率的であるとい うこ とで

す。いわゆる分散型とい うことなのですが,デ ー

タとい うものは,い ろいろな仕事をやった結果と

してでてくる副産物なのです。そ うでないと天文

学的な費用がかかります。統計調査の結果はもち
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う ん の こ と,日 常 的 な許 認 可 事 務,あ るい は 人 ・

物 ・金 の 移 動 な ど。 で す か ら,誰 々の副 産 物 デ ー

タを 上 手 に 生 か す とい う考 え方 が 必要 に な る とい

うこ とで す 。 副 産 物 デ ー タは 中 央 省 庁 だ け で な く

地 方 自治 体 の末 端 や 企 業 か ら も出 て き ます。

地 域 別 情 報 と い うのは,二 つ の 性 格 の デ ー タベ

ー スが 組 み合 わ され た もの と も考 え られ ます 。 一

つ は セ ン トラル ・デ ー タベ ース み た い な もの で す 。

これ は 地 域 デ ー タで あ るけれ ど もむ しろ 中央 で手

に 入 り易 く,整 備 しや す い とい うもの で す。 も う

一 つ は
,サ テ ライ ト ・デ ー タベ ース で 地 域 で そ れ

ぞ れ 集 積 され る もので す 。 どち らか とい うとサ テ

ライ トが 中心 で セ ン トラル が 補 助 とい う形 が 地 域

別情 報 拠 点 の性 格 だ ろ うと思 い ます 。 これ を オ ン

渡辺 龍雄 氏

が
聯

ライン化すれば一ヵ所に集まっているものと同じ

ように使えるわけです。

一 今,自 治体,民 間団体,国 のそれぞれの立場

から,情 報の利用について,説 明いただきました

が,川 端さん,地 方自治体が作る情報とい う点を

お伺いしたいのですが,情 報公開とい う動きが非

常に盛んになってきていますが……。

、

情報公開」も重要な視点

川端 情報公開 とい うことが最近話題になってい
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ますが,こ れは国な り公共団体が持っている情報

を,国 民な り住民にできるだけ公開しようとい う

ことですね。ところで,い ま12ば かりの都道府県

でデータバンクを開設 していますが,そ のほとん

どが提供対象を特定 して行政目的だけに提供する

が外には出さないというのが現状です。統計デー

タや情報をたくわえてもほとんど行政内部で使 う

とい う伝統的な考え方があるのですね。それには

それな りの理由があ りますのでどうのこうのとい

うわけではあ りませんが,情 報公開の機運 も高ま

っている折から,こ うい う点 も合わせて検討 して

いただければと思っているところです。

情報提供についてもい くつかの問題があ ります

ね。たとえば,先 にも申 しあげましたが,公 表時

期です。各省庁の指定統計の調査の大部分は中央

集査の形をとっています。ものによっては,確 定

結果がずっと後になってから公表されるとい うも

のもあ ります。 こうなると,公 表を待 っていたの

では行政実務に生かせない。利用価値ゼロとい う

ことになって しまいます。行政内部でさえこうで

すから民間に提供するといっても時期遅れのデー

タしか提供できないということになります。

一 この点,渡 辺さん,ど のようにお考えでしょ

うか。

渡辺 国の情報が地域では,な かなか使えないと

い う話をよく聞きますが,い ろいろ制約があ りま

すからね。例えば,国 が地域別集計をとっても,

多くの場合,定 った様式の集計を行ってお り,実

際に使おうとして も上手 く使えない,と い うこと

があります。ですから,地 域独自の問題を考える

場合,ニ ーズ調査などを行い,地 域ごとの実態を

あたってみなければダメだとい うことです。

川端 もう一つ公表媒体のことですが,こ の点に

ついては,確 かに行政上あまり力を入れていなか

ったように思いますね。 しか し,地 方自治情報セ

ンターでは,こ れまでい くつか共通プログラムを

作って自治体に提供 しています。たとえば,昭 和

45年から自動車の登録情報がオンライン化されま

した。その結果,自 動車の登録台帳とい うものが

なくな り,地 方自治体では自動車税を課税するた

めのデータ入力に困るという問題が生 じました。

そこで運輸省と自治省が協議 しまして,運 輸省に

集まったデータを地方自治情報センターが受け取

って整理 して各部道府県の機械に合 うようにコン

バージ ョンし,毎 月2回,磁 気テープの形に して

航空便で届けるとい う仕組みをつ くりあげ ま し

た。また,統 計データをなるべく早 く正確に公表

できるような形に したいとい うこともあって,昭

和54年 度に通商産業省工業統計課のご指 導 を 得

て,全 国都道府県共通の工業統計のチェックプロ

グラムを開発 しました。 さらに,同 じように開発

が終わ りまもなく提供する予定のものに商業統計

があ ります。

このように全国共通のチェヅクプログラムを開

発 していけば,デ ータを収集 してから結果を公表

するまでの時間はかな り短縮されると思 い ま す

ね。ただ,こ うしたプログラムも,現在の段階では

あくまでも行政内部での使用を目的に したものだ

とい うことはありますね。そこで今回の地域別情

報拠点の育成に大いに刺激を受けまして昭和57年

度から情報資源の有効利用に関する調査研究に取

りかかっています。さきほど岡田さんからも指摘

があ りましたように,こ の研究では,ど こにどう

い う情報があってどうい う形で提供できるか,ま

た交換できるものは何か,そ の手法は何かといっ

た基礎的な問題を検討 します。さらに都道府県の

データバンクの設置状況,運 営状況を明らかにし

て,各 地域の民間企業,た とえば中小企業センタ

ーなども含めて情報交換ができるかといったこと

も手がけていきたいと思っています。

国と地方の相互補完が理想
、

岡田 私共の商工会議所は,活 動基盤が地域に密



着 している関係で,地 方公共団体が出している統

計を利用する機会が非常に多い。 ところが川端さ

んもおっしゃいましたけど,結 果が公表されるの

がいかに も遅いので,実 際の事業活動には推測加

工 して使わざるを得ない場合も多いのです。例え

ば大型店進出に伴 う地元商店街の影響といった調

査をする場合,か な り狭い限 られた区域の地域情

報がどうしても必要にな ります。その場合,民 間

で独自に実態などを調べるのは不可能に近いので

地方公共団体が公表 している商業統計に期待する

ところが大きいわけです。国の集計結果がでる前

に各地の結果が詳細に別途集計できれば大いに助

かるわけです。まあ,私 たちが独自に行 う調査は

調査対象となる事項,対 象となる業種,規 模,地

域などにかな り限定されたものが多いので,利 用

できる範囲に限界があ ります。これからより多 く

の人が使える情報をいかに作 りだ してい くかは,

私たちにとっても重要課題だと思います。

一 ブロック単位の流通動向とい うテーマで九州

地区の専門委員会で取 りあげて研究 した例はある

のですが,今 までの地方自治体のデータバンクは

外向きになっていないとい うことですけど,外 向

きに対する意識は高まりつつあるので しょうか。

川端 ええ。一概にはいえませんけど情報公開の

機運は非常に高まっていますね。そ うした機運を

背景にしてプライバシーが侵害されない公的統計

データをどうい う形で提供するかがいま検討され

ているわけですね。この場合,問 題は コス トです

ね。全額利用者負担とい うことなら問題はないの

ですが,そ うすると非常に高いものについてしま

います。 とくにコンピェ一夕を使 うと,ど うい う

キーワー ドを使 うか,ど ういう項 目を設定するか

などかな りのボ リュウムになりますか らね。入力

コス トも安くなっているとはいえない。まだまだ

高いわけです。これも一つの課題ですね。

少 し古 くな りますが,昭 和50年 のデータを見 る

と,年 間,中 央と地方で759件(中 央359件,地 方

400件)の 指定統計,承 認統計,届 出統 計 など

11

●地域別情報拠点の育成とアプローチ●

の統 計情 報 が つ く られ て い ます 。 そ の 調 査 票 の 様

式 とな る と中 央 が1570,地 方 が541と2000を 越 え

ます 。 そ の うち コ ン ピ ュー タを使 った機 械 集 計 は

全 体 の29%ど ま りで す 。 最 近 で は い くらか増 えて

い る で し ょ うが まだ まだ 手 集 計 が 多 い。 この 辺 に

集計 が遅 くな る一 つ の原 因 が あ るわ け で す 。 で す

か ら地 方 には,機 械 集 計 を もっ と増 や し,コ ン ピ

ュ ー タで 処 理 して い る もの は,磁 気 テ ー プな どで

中 央 に デ ー タを 送 れ る よ うに して ほ しい との 声 も

あ ります 。 ま た,集 査 方 法 でい い ます と,全 体 の

80%が 中央 集査 に な っ て い ます 。 これ も地 方 の立

場 か らい え ば,全 国 統 一 の 仕様 を 出 して い た だけ

れ ば,各 地 方 自治 体 が そ れ ぞ れ に プ ロ グ ラム を 開

発 す る必 要 もな くな るわ け で す 。 そ うす れ ば,地
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方 の デ ー タは す ぐ使 え る こ とにな り得 る,と 思 い

ます。 こ うした こ とを一 つ一 つ ほ ぐ して根 本 か ら

治 療 して い か な い と,ほ ん と うに 欲 しい デ ー タが

欲 しい 人 の 手 に 届 か な い の では な いか と 思 い ま

す 。.

一 渡 辺 さん ,国 の 情報 提供 の立 場 か ら如 何 で し

ょ うか 。

渡 辺 通 産 局 の 場 合,既 に10何 年 か前 か ら 各 局 で

は サ テ ライ トコ ン ピ ュー タを 使 って,鉱 山 関 係 の

鉱 区 の 許 認 可 事 務,ま た,JIS関 係 の 認 可 登 録

事 務 な ど の機 械 化 を 行 っ てい ます 。 中 央 と地 方 と

い っ た 問題 を考 え ます と,国 の 出先 機 関 が 所 有 し

て い るデ ー タ と地 方 自 治 体 が 独 自 に持 って い るデ

ー タを お 互 い に使 え る とい う,い わば,相 互 関 係
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が理想です。

例えば,通 産局のシステムにデータをどんどん

入力してもらって,そ れをどこからでも使える,

一種のデータバンクみたいなものにするように私

共は,通 産局に対 し地域独自の問題に役立つ仕事

をするように仕向けてはあるのですが,国 全体と

なると施設導入の問題もあ りまして,残 念ながら

各省庁同 じレベルで努力しているわけではない,

とい うのが現状です。

一 国の情報提供について,現 実的な問題があり

ますが,も う一つ統計法の改正により磁気テープ

ベースの公表が可能とな りましたが,コ ンピュー

タ可読データの提供手段がまだ整備され て い な

い。それが結局データ蓄積のコス ト高につながっ

ているんです。ですから提供手段が整えば,も っ

と有効に利用できるようになると思いますが…。

個別情報は加工 して再利用

岡田 商工会議所 とか各種業界団体 とかがその事

業活動の基盤 となっている地域 とか業界の企業等

を対象に していろいろな情報を集めています。し

かしそれは国や地方自治体が公表 したものが多い

ことは前に申しあげたとうりです。 しかも私たち

の活動は地域や個別業界 との密着性が高いので,

具体的な個別情報に近いものが欲しいといったケ

ースが多い。そのため,国 や地方公共団体の情報

の多 くに不満を感 じています。一方,私 共も独自

に調査を行っていますが,や は り個別情報は,各

団体とも非常に公表 しに くいとい う矛盾もあるわ

けです。個別情報を公表 した方が本来の目的を達

せられるのではないかとい う場合でも公表すると

迷惑を こうむる団体や会社がでる可能性があるた

めにさし控えざるを得な くなっているのです。

渡辺 先ほ ど,私 は役所側の話を中心にいた しま

したが,地 方には,商 工会議所,商 工会,産 業関

係団体あるいは,地 域に非常に密着している公的

企業,例 えば電力会社や銀行があります。 これ ら

の機関が,デ ータベース作 りを進め,積 極的に地

域相互の リレー拠点になってい くことを期待 して

いるのです。

そこで問題は,情 報の中味にな りますが,機 密

性の高い個別情報については,団 体や企業とも,

外部に提供することが難 しい し,そ れぞれの機関

の基本的な活動に影響 しかねない。ですから,個

別データを指数化 したもの,統 計処理 したものと

か,差 し支えない形で何らかの加工を行ったデー

タを提供することが必要で しょう。

一 その辺,プ ライバシーのある情報と,そ うで

ない ものと分けられて考えられているので しょう

か。

川端 もともと指定統計その他は,調 査内容の秘

密を守るとい うことが条件ですね。ですから個性

のあるデータは外に出せないことになっているわ

けです。それはそれでいいのですが,い ま問題に

なっているのは,も う少 し小地域のデータが欲 し

いんだよとい うことですね。現在の各省庁の統計

調査の最小単位は市町村単位です。それ よりも小

地域のデータはないか とい うことですが,プ ライ

バシーの問題は別にしてお互いに利用する立場か

らいいますと,も う少 し細かい調査区の標準化が

必要になると思 うのです。使い道が限定 され ると

別の目的でまた同じ対象の調査を しなければな り

ません。重複調査が頻繁になると,対 象者も調査

に協力する気持を失いかねないとい う問題もある

わけです。

実は,私 たちのほ うで昭和56年 度から全国の町

村ファイルとい うものを作 っています。漢字で出

力できるものですが,例 えば市町村の住民に関す

る住所情報,土 地所在地情報など,字 から小字ま

で出力できるようになっています。すでに市価の

10分の1ぐ らいの値段で提供 しています。これを

中央の統計でも使ってもらえれば非常によいので



はないかと思います。統計精度を高め,被 調査者

の協力を得る一つの手段ではないかと思 い ます

ね。あとは機械処理技術の向上ということです。

一 地域別情報拠点 というのは,情 報の作成や整

備 されている機関を強 く結んでいこうということ

なんですが,そ の辺はいかがで しょうか。

所在情報の整備が不可欠

岡田 そ うですね。最初にも申しあげたように,

産業界は,国 や地方公共団体が出している情報を

利用させてもらっているケースが非常に多いわけ

ですね。自ら作る情報もあ りますが,ま だまだ数

が少な く,国 や地方公共団体の情報の谷間を埋め

るような調査が多 くなっています。

私たちも会員に対 していろいろの情報を提供 し

ていかなければならないわけですが,私 たちを経

由するとどうしてもそのワンクッション分だけ遅

くな ります。そのため企業側にもいろいろな情報

を集めていただかなければな りませ ん。 と こ ろ

が,会 員に情報について聞いてみますと,量 が少

な くて困るとい う声が多いんですね。私たちはむ

しろ情報過多 じゃないかと半ば常識的に思ってい

るのですが,要 するに どこにどうい う形で欲 しい

情報があるのか,ど うやれば使えるかがわかって

いないのです。 どこかにあるのか もしれないが,

よくわからないということですね。また,ど こに

聞いてもわか りません,と 言われて来るのも現実

だと思います。

ですから情報拠点のファイルみたいなものがで

きれば,そ の中の一定の所に聞くことであらゆる

情報の所在がわかれば情報の利用は一層高まるだ

ろうし,そ れを利用するのにどの程度の費用がか

かるのかまでわかれば,そ の情報を求めるかどう

かの判断もでき非常に期待が持てると思います。
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ただ し,こ の拠点に対 して産業界は どういう役

割を担わなければならないかとい うと,非 常にお

ぼつかない ような感 じもしますね。当然,独 自の

調査 ももう少 し広い範囲で利用できるような観点

で実施していかなければいけないし,で きるだけ

具体的な情報提供ができる体制を考えなければと

思います。その場合,問 題 となるのは,こ れか ら

は地方公共団体ではかな りの部分がコンピュータ

利用になってい くと思いますが,商 工会議所の場

合は,ま だまだコンピュータ導入が進んでいない

ことです。外部に委託 しているケースもあ ります

から,も っとコンピュータ化は進んでいくとも言

えますが…。いずれに しても,情 報拠点ができれ

ば利用させてい く機会が多 くな りますので,そ の
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育成のために商工会議所自身の情報に係わる体制

づ くりを検討 し研究 していかな くてはならないと

感 じています。

一 商工会議所の場合はかな り機械処理はされて

いますね。.

岡田 情報の機械処理は進んでいるのですが,問

題は どういう形で提供するかですね。いま印刷物

では公表 されているわけですから,情 報拠点をつ

くってみんながそれを利用できるようにするとす

れば,い まの形をを越えたものでな くてはならな

いと思 うのです。ただ,情 報の所在がわかればい

い,そ こで公表 された印刷物を見せてもらえばい

いという程度ならばコンピュータを使った情報拠

点を作るといった大げさなことは考える必要はな
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いと思 うのです。そ ういった意味で,商工会議所の

調査 も,こ れまでのよりも広が りをもった目的の

もとに調査を行い,そ の結果を より正確に迅速に

具体的に広い範囲の人達に提供するシステムを考

えてい く必要がでてきたと感 じているわけです。

一 これからどうい う情報があるかの整備に入っ

ていくとい うことになりますが……。

都道府県ごとに

案内センター

川端 ええ,見 通 しは明るいと思いますね。ただ

私たちが主 として話 し合 うのは統計主管課なんで

すね。統計主管課は作成 し仕上げる部署でして,

利用する部署ではないためなかなか意が通 じに く

い面があるんです。自治体の末端にい くほどその

色彩が強 くな ります。 こういったものを公共機関

同志の中でまず改善 していく必要がありますね。

それに統計データの結果がでたときにタイムリー

に行政に利用するのはもちろんですが,地 域別情

報拠点とどうい う形で結んでい くかの問題もあ り

ます。この場合,情 報公開ともからんで地方自治体

になんとかサービス部ができて,組 織的にサービ

スが行われ るようになるだろうと思います。それ

から中小企業センターのようなものが全国にでき

れば,そ ういったところとの交流も起 ってくるだ

ろうと思います。そのときに各地方自治体は どう

い う対処の仕方を したらよいかですが,い まのよ

うな統計主管課の扱いではち ょっと難 しいんじゃ

ないか と思います。例えば企画や商工部門の人を

入れたプロジェクトチームを作って,そ の自治体

な りの対応策というものを幅広 く考えてい くほ う

がいいのではないか,少 くとも経済統計センター

の都道府県版の ようなものを作って拠点とドッキ

ングさせていけば,産 業界でも利用価値が生まれ

て くると思います。

一 東京商工会議所が都に情報の提供体制につい

て話 されたことはあるので しょうか。

岡田 このことで公式に話 し合 うとか要望書を出

したということはありませんが,各 統計の作成担

当者とはいろいろ話をしています。詳細情報が欲

しいとか,も っと早 く作る方法はないかとか,あ

るいはそ うい う体制が整備できない とかといった

こと,よ り広い範囲の人達が容易に情報の提供を

受けられる方法はないかなどについて機会あるご

とに話を しているのですが,中 央省庁の許可がと

れないとか壁はなかなか厚いようですね。

川端 ち ょっと補足させていただきます と,中 央

で行 う統計調査とい うのが主要統計なのですが,

こうい うものは各省庁の判断があるので地方の判

断で出すか出さないかは決められないわけです。

ですから先ほど渡辺さんの話にあ りましたが,通

商産業省のように積極的な姿勢をとっているとこ

ろもあればそ うでないところもあ ります。まず,

政府部内で足並みをそろえて姿勢を変えていただ

くということが必要でしょうね。

一 クリア リングセンターとい うか,情 報の案内

機能について,岡 田さんが述べていましたが,渡

辺さん如何でしょうか。

渡辺 情報拠点の基本的な考え方にな るの で す

が,多 種多様なデータを一ヵ所に集積することは,

ものすごく無駄が多いとい うことと,絶 えず新 し

いデータに変えてい くとい うデータに対 して責任

をもつというようなデータ ・オーソライゼーショ

ソに問題がでてくる。この二つの面から言います

と発生点に近い所ほ ど有利でもあ り,ま た,最 も

費用がかからないとい うことになる。

このような考えに基づ く分散システムになりま

すと,ど のデータをどこにアクセスすると入手で

きるか,つ まり情報所在案内一 これを一般にデ

ータクリア リングサービスと言ってますが一 が

必要になってくる。この機能を国がやるべきこと

なのか,あ るいは,公 益法人な り地方自治体な り

がやってくれるのか,と い うことにな ります。い



ず れ に して も,デ ー タ ク リア リン グ とい うのは 重

要 な 問 題 で す。

川 端 例 えば,霞 が 関 に あ る政 府 刊 行物 セ ン ター

が あ ります が,あ の よ うな 機 関 が 各 拠 点 に あ って

サ ー ビス で きれ ば 便 利 で し ょ う。 考 え方 と して,

ク リア リン グ機 能 を果 す こ とが で き るは ず で す 。

一 情 報 の ネ ッ トワー クづ く りにつ い ては 最 近 い

ろい ろな と こ ろで い わ れ て い ます が,私 た ち が研

究 して い る情 報 拠 点 の 構 想 を 具 体 的 に して い くた

めに は,相 当 の意 識 の改 善 とか 資 金 の投 入 も必 要

に な りま す。 ネ ッ トワー ク化 につ い て,川 端 さん,

何 か ご 意 見は あ りませ んか 。

実証段階へ向けて積重ね

川端 自力でできる大企業は別に して,中 小企業

の場合,情 報サービス機関が必要だと思 い ます

ね。実際にはもう少 し先のことになるで し ょ う

が,仕 掛けだけは作って,テ ス ト的にできる拠点

は伸ば していく価値はあるでしょう。そ うしてい

ただければ,3年 ぐらい後には,私 たちの手がけ

ている情報資源の有効利用も,公 共機関から民間

の ドッキングへと進めていけると思っていますの

で,こ れまでの実証的な研究を踏まえてさらに花

を咲かせるということになれば,私 たちとしても

やり甲斐があるわけです。

一 いずれに しても労力とカネがかか る ん で す

ね。

岡田 情報を作ってるってい う感じですね。 とに

か く第一次情報を集めてまとめる作業がたいへん

に多い。それに,い ろいろの機関で公表 した情報

はものすごい数ですね。まあ同じ種類のものもあ

るで しょうが,数 が多い うえ,た えずフォローし

ていかな くてはならないのですから,た いへんな

努力が必要だとい う感 じですね。
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地域別情報拠点の育成とアプローチ●

川端 情報に対する価値観が醸成されていないと

一時的にはパ ヅといけるか もしれませんが,永 続

的にやってい くには,今 のところおぼつかないよ

うな気がしますね。

岡田 情報に対する価値観ですが,中 小企業の間

にもだんだん認識されるようになってきました。

しかし,じ ゃ欲しいデータならい くらで もカネを

出 してでも手に入れるかとい うと,あ る程度は出

してもいいが,と い う答が非常に多いですね。時

代 とともに,タ ダと思 う人はいな くな りま した

が,ま だ,ギ ャップはありますね。

岡田 そのためにはどこかで実験 といいますか,

実証段階に向けてエネルギーを集中 して拠点づ く

りをする必要があるかも知れませんね。論より証

拠 とい うことで,そ こで うまくいけばす うっと普

及 してい くかもしれ ませんね。

川端 私も大賛成なんですが,一 定の狭い範囲で

もいいから,経 済なら経済とい うふ うにやること

ですね。

こうすれば情報の価値 も高まってきます し,そ

れをい くつも積み重ねていけばますます情報の価

値が高 くなるだろ うとい う感じがします。

一 お互に利用 しあ うとい う仕組みがまだ十分で

はあ りませんね。

岡田 おそらく私が想像 しますに,ニ ーズ調査は

行われたけれ ど中小企業の方たちも本音をいって

いるかどうかとい うこともありますね。店は開け

てはみたがアクセスがなかった,な どとい うこと

にな りかねないので,き れいごとだけではシステ

ムは作れないと思いますね。

川端 いずれに しても拠点がシステム的に出来上
ト

がって,す べての機関とはいかな くても何十か何

百のところで絶えず新 しい情報がス トックされれ

ば,そ れだけでもかな りの緬値があると思います

ね。

一 そ うですね。それではこの辺で。あ りがとう

ございました。

一終一
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商標審査資料機械検索システム
おん

音による商標検索

特 許 庁

出願件数の増大に対処

現在,わ が国の商標登録の出願件数は,年 間,

13万件を越えている。これまでのピークだった昭

和48年 の20万件にくらべるとか な り減って いる

が,そ れでも諸外国には例のない高い出願件数で

ある。いきおい,審 査部門や事務部門の人手不足

などで審査の長期化が大きな悩みとなってお り、

高度経済成長を背景に して,経 済活動が活発化 し

た昭和40年 代の中頃から出願件数 も急カーブで上

昇するようになり,関 係者の間に危機感が高まっ

てきたのは当然であった。

こうしたことか ら,商 標法の改正必要論が高く

なり,工 業所有権審議会制度改正部会も,「 審査

事務のうちで最 も手数のかかる審査資料の検索に

ついては,開 発が進められている機械検索システ

ムをできるだけ早く実用化 し,実 施に移すべきで

ある」と中間報告した。

特許庁は,こ うした動きに対応 して昭和46年 か

ら庁内に ミ商標機械化委員会ミを設置 し,本 格的

に機械検索システムの導入について検討を開始 し

た。商標には大別 して文字商標と図形商標の二つ

があるが,ま ず手始めとして文字商標の機械化に

目標をしぼってシステムの開発をする方針を決め

た。

文字商標は,商 標全体の80%を 占め,こ の分野

の資料検索がシステム化されるだけでも,か なり

の審査のスピー ドアップ化が実現できる。 こうし

た期待の申でシステムの開発が始まり,難 問だっ

た称呼による検索基準も,な んとか作成にこぎつ

け,昭 和49年 には,一 部の類での検索実験を行 う

までになった。その後,こ の実験の結果をもとに

してさらに検索基準の改良と検索プログラムの開

発作業を進め,昭 和53年 度には,現 行の検索プロ

グラムを完成 させた。

かれこれ10年 がか りのシステム開発だったが,

昭和56年8月 までに145万 件を越すデータが入力

された。システムも年々充実され,審 査の処理の

促進に寄与している。そ して今日では,審 査業務

に欠かせない ものとして定着 している。今回は,

このシステムの概要を紹介 してみよう。
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商標審査資料機械検索システムの概略フロー

:雲影
1

診 曇
1

▼

デー タ起 こ しデー タ シー ト

デ ー タ入 力

商 標書 誌 マス タフ ァイル

機 械検 索処 理

①

1|

②

○
1

1

③

1

琴竺O
l

0
1

1

検索結果ファイル

検索結果 リス ト

審 査

Ol;
ノ

1

④

'

∠

ト

⑤

「

起案

登録商標

審査簿

引用称呼

プアイル

、

「と っき ょ」56年11月 号(Nd110)よ リ
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審査資料づくりに貢献

この機械検索システムの第一歩は,そ の基礎デ

ータ起 しとデータシー トの作成である。

登録商標審査簿と出願商標審査簿から検索処理

の基礎となる商標 ・称呼および商品類似群 コー ド

のデータ起 しを行い,デ ータシートを作 り,こ れ

を入力して商標書誌マスタファイルを作成する。

こうして作成された商標書誌マスタフ ァイ ル か

ら,類 および検索範囲を出願日もしくは出願番号

で指定 し,その範囲にあるデータの称呼を抽出し,

検索 ファイルの元になる称呼ファイルを質問称呼

と引用称呼 とに分けて作成する。当該類の質問称

呼 と引用称呼 とを各種の検索基準によって,称 呼

上同一か類似とみなされる商標を検索 して検索結

果ファイルを作成する。

次のステップは,検 索結果 リス トの 作成 で あ

る。検索基準に該当した商標については,商 標書

誌マスタファイル等から商標その他の書誌的デー

タを付加 して,検 索結果 リス ト,す なわち回答書

を作成する。また,引 用データが発見できないも

のについては,そ の旨を表示した検索結果 リス ト

が出力される。

検索結果 リス トは,審 査部門に審査資料として

送られるわけであるが,従 来は出願があると,そ

の類の既登録商標のファイルを,必 要と思われる

範囲のすべてについて,ひ とつひとつ手作業でチ

ェックしていた。それに くらべるとかな り能率的

になったといえよう。

商標出願については,わ が国は厳格な審査主義

を採用 している。商品についての審査をはじめと

して,登 録要件を備えているか否か,不 登録事由

の有無など多岐にわたる審査を行っている。その

ため,す べてを機械化にすることは,不 可能であ

り審査官の手をわずらわさなければならない部分

が極めて多い。しかし,審 査の補助手段として機

械 システムが受け持ち得る部分も少な くないので

ある。

先にも述べたように,機 械検索システムのポイ

ン トは,類 似,非 類似の判断の資料 となる検索基

準づ くりである。審査官の体験に基づ く経験則を

体系化 して,シ ステムのベースになる基準を作っ

ていく。いわばシステムのヘソづ くりである。ひ

と口に検索基準づくりといっても,そ れひとつだ

けをシステム化すればすむとい うものではない。

他のすぺての作業との有機的関連を明確にして作

成 していかなければ,効 率的なシステムの運用は

期待できない。

ポイン トは検索基準

検索基準と検索プログラムの開発を終えてデー

タ蓄積に取り組みはじめたのは昭和51年度からで

ある。

まず,第1類 のデータを入力蓄積 して,検 索の

テス トを行ない,そ の結果を分析評価 し,続 いて

第3,12,17,24類 と順に先新願データを蓄積し

ていった。商標は,第1類 から34類 までその分野

別に分類され,各 類はいくつかの小項目に分かれ

ている。たとえば第1類 というのは化学品,薬剤,

医療補助品の類,34類 は,i基礎材料で他の類に属

さないものとしてプラスチック,ゴ ム,皮 革,パ

ルプその他といった区分けになっている。

既登録データの蓄積は,登 録件数の多い類から

順次行われた。昭和52年 度では,ほぼ余類について

昭和51年 度分までの先願データの入力が終った。

そして,検 索プログラムの レベルアップを図ると

ともに実際の検索処理を第1類 から開始した。

検索基準の作成および検索システムの開発で最

も留意された点は,い かに審査官の思考過程を反

映 した検索基準を完成させるか,そ の基準をいか

に効率的にシステム化するかであり,広 義には,

ほかのシステムも含めていかに合理的な トータル
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ロ イ ン サ イ ド・レ ポー ト■

シ ス テ ムを 完 成 させ るか とい うこ とで あ った 。

現 在,本 シ ス テ ムに 対 す る特 許 庁 の 評 価 は,試

行 錯 誤 の く りか え しで は あ った が,同 庁 独 自の 大

規 模 な シ ス テ ム と して は うま くい って い るの で は

な い か とい うこ とで あ る。

よ りレベ ル の高 い ンス ァム へ

この機械検索システムは,運 用開始から5年 を

経過 し,着 実に審査業務の中に定着 しつつある。

審査基準の精度をいかに レベルアップするか,処

理時間をいかに短縮するかなどシステム改善を含

め て順 次 レベル ア ップ して今 日に 至 って い る。 も

ち ろ ん,ま だ充 分 とい うわ け で は な い 。 今 後,さ

らに運 用 まわ りの改 善 を 進 め てい くな どの 努 力 に

よっ て,よ りい つ そ うシ ス テ ムの 効 率 を 上 げ て い

く もの と思 わ れ る。

次 の ス テ ップは,こ う した 実 績 を 踏 まえ た うえ

で の図 形 商 標 の シ ス テ ム化 で あ る。 そ の 模索 もす

で に始 ま っ てい る。 また,一 方 で は 経 済 の 国 際 化

に 伴 な っ て,商 標 そ の も のの 国 際 化 も進 む もの と

予 想 され る。 こ う した 時 代 の 変 化,進 展 に 対 して

ど の よ うに 対 応 して い くか とい うこ と も,商 標 登

録 の合 理 的 迅 速 な 審 査 処 理 と と もに 新 た な 課 題 と

い え るだ ろ う。(レ ポ ー タ ー ・道 田國雄)

検索結果 リストの例

工'
検 索結果 リス ト

作 成 日 出 願 番 号 ・11牛 の 真 数 ・ENDマ ー ク |

55。11.18 53-055808-■002
1
!

質

問

類 出 願 番 号' 出 願 日 連 防 分 却 変 催 遡 及 日 出口八コード ファイル更新 日

04 53-055808

商

標

q)パ ス トーン 称

呼

(1)パ ス トーン
1

馴コ

阻1

■ト

04 全
OO株 式会社

1
回答Nα 登 録 番 号 分 割 番 ・号 防 番 公 告 番 号 出 願 番 号 遠防 分 却 変 侵 出臥 コード

0005 0556451 S35-006549
●

S34-020357 0000

12

絵定lj.出 願 日 更新出願番号、遡及日 更 新 登 日 日 異議 穀断旭村 僧 別免送E き一6 審 判 番 号

S35.09.28 更出55-207042 ● ■ 00 登査 55.10.17

商

標

(1)FASTON

(2)フ ア ス トン

鷺

撮
管

↓

.

旧05類 前 田

`

,

回 答No 登録 番号 分 割 番 号 防番 公 告 番 号 出 願 番 号 連 防 分 却 蜜 憤 出■人コード

0006 0567031 S35-018052 S35-004886 ◎000
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地域経済の活性化 と情報化

(社)大分県地域経済情報センター ・専務理事 北 村 四 郎

1.情 報化のひろが りとその背景

口)情 報化一 地方の時代

昭和47年 に情報化週間がスター トして以来,本

年で11年 目を迎える。今年はメイン行 事 で あ る

「'82生活 と情報化展」の開催地も東京,大 阪,札

幌の三大都市での開催は従来と変わ りがないが,

西日本で過去4年 間継続開催されてきた北九州市

に替ってわが大分県の県都大分市に決っている。

初めての地方中小都市への進出である。

情報化週間は今年から 「情報化月間」に改めら

れたそ うであるが,情 報化展にまつわるこの小さ

な変化も,過 去10年 間にわたる情報化社会の変遷

と決 して無関係ではないだろ う。

それ こそ10年位前,「 高度情報化社会」 とか,

「知識集約型産業」とかい う言葉が流行 した一時

期があった。もちろん当時のす ぐれた中央の賢人

達はすでに今 日の情報化社会を予見 していたと思

われるし,そ の予見に立って新製品や新技術の開

発に しのぎを削っていた企業の経営者も数多く存

在 していたことは事実であったろう。しかし地方

の,少 な くとも私達のようなアマチェアにとって

は,実 感を伴わない,何 となく首をかしげたくな

るような印象の稀薄な概念であったことはたしか

である。

ところが今日では,ア ルビン ・トフラーの 「第

三の波」が地方,中 央を問わずベス トセラーにな

る時代であり,私 達の周辺でも研究開発型の中小

企業が多数誕生 している。各種のマイコン教室も

盛況であるし,デ パー トのパ ソコン売場が堂々と

独自の売場を占拠する時代 となってきている。つ

ま り高度情報化社会が地方でも実感をもって迎え

られる時代になってきているわけである。この社

会各層,あ るいは国土の全域にわたっての情報化

のひろが りは一体何によってもたらされたのか,

ここで少 し整理 しておきたい。

② エレクトロニクスの発達

一つは言 うまでもな くエ レク トロニクスやコン

ピュータの発達であ る。 「小さな巨人」 「ミク

ロの威力」 「金食い虫」 「産業のコメ」 「魔法の

板」 「忠実な奴隷」 「新たな侵略者」-IC産 業

は今や数々の神話を生み出している。

「もはや技術革新なし」 と言われていたのはつ

い昨 日のことなのに,今 では世界中の研究者や技

術者が 「シリコン」 と呼ばれる不思議な板の魅力

にとりつかれているようにさえ見える。

、・4



「マイコン革命」に代表される 「第三 次 産 業 革

命」が決定的な瞬間を迎えていると考えても良さ

そ うであるが,IC革 命がもたらす未来社会は,

人間の能力や思想,つ まり人間社会の深部と深い

かかわ りを持ちそ うな気が してならない。それは

ともか くマイ クロエ レク トロニクスの進歩は,パ

ソコンに見られるように,か つては特定の機関や

大企業の利用に限 られていたコンピュータの利用

を,一 般大衆の生活の面,と くに個人的な利用の

面にまで一挙に拡げ,か つ高めていっている。マ

クロからミクロへ,い わゆるマイクロ化の進行は

単位機能あた りのコス トを10万 分の1ま でに下げ

たといわれるが,ま さしく小さな巨人の魔術であ

る。

(3)ネ ットワークの整備

次は通信ネットワークの整備や,光 通信にみら

れるような情報の大量伝達技術の登場である。電

電公社のINSが 描 く情報化社会 もすでに大衆社

会の視界内にはいってきている。情報入手に関す

る時間距離の短縮は,全 国均等の条件を実現 し,

そこにはもはや地域間格差は見られない。

(4)'82生 活と情報化展開催の意義

今 日は「頭脳の競争」の時代である。ハー ドの面

ではすでに述べたように,誰 でもがどこででも参

入できるような条件 と状況が整備されつつある。

サービス経済化とい うことが よくいわれるが,単

に第三次産業にとどまらず,各 産業分野を通 じて

ソフ ト化,シ ステム化,ス ペシャリティ(独 創性,

独自性)が 求められ,知 識集約化が本番の時期を

迎えている観がある。知識集約化の担い手として

知的人材資源の存在が基本的に重要であるが,地

方 レベルにおける 「頭脳立村」や 「頭脳立県」が

12

とりわけ重要性を増してきている今日である。

'82生活と情報化展の開催地に大分が選ばれた積

極的な意義を私はここらあた りに求めたい。もと

より平松知事は じめ県当局の積極的な姿勢が誘致

成功に結びついたものであろ うが,中 央,す なわ

ち通産省や日本情報処理開発協会の関係者の方々

の識見と御理解が無ければあるいは実現は容易で

なかったかも知れない。日本情報処理開発協会の

方でもすでに情報化社会の新しい変化に対応 して

情報化展の見直 しが始まっていたとい う。 「大分

開催」はそのような意味で中央 と地方が共通の認

識に立って「'80年代の生活 と情報化展」をスター

トさせる トライアル(実 験)と いえるだろう。

2.テ クノ ポ リス構 想 と大 分県

(1)「 一村一品運動」

テクノポリスの全国20の 県の候補地区ごとの基

本構想がこのほど出揃った。かつて昭和30年 代後

半の新産都市誘致合戦を思わせるが,20県 のなか

には九州や東北地方など従来遠隔地といわれた県

が数多く含まれている。 「遠隔地と先端技術」と

い う一見奇妙な組み合わせが奇妙でなくなった時

代が到来したといえるだろ う。

大分県の平松知事は県のテクノポ リスの基本的

方向を次の ように述べている。一つは地域主導型

のテクノポ リス,二 番目に産業間のバランスのと

れたテクノポリス,最 後に人材開発型のテクノポ

リスである。

また平松知事の地域産業政策の基本には 「一村

一品運動」の思想がある。地域の人々が自らの努

力で,知 恵を働か し実践 し,地 域の特性を生か し

て市町村の顔 となると同時に,世 界に通用するよ
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うな技術や産品を創造 しようとい うこの運動原理

は,決 してテクノポリス構想と矛盾するものでは

ない。過疎地にある日突然,キ ャノン,ソ ニー,

TDKと いったわが国の大企業あるいはMRCと

いったアメ リカ企業が立地 し,そ こに一定の雇用

効果,所 得効果,建 設効果が生まれる,従 来の工

場誘致型の発想では概ね この辺で終っている場合

が多い。しかし産業の立地は工場を建設 し物を造

るとい うハードな側面だけではない。人材の移入

であり技術の地域間移転とい うソフトな側面が,

地域の産業政策ではとりわけ重要な意味を持つ。

先端産業がその秀れた技術の跡を地域に残す,そ

れはか りに外部から持ちこまれた外発的なもので

あっても,地 域が主体的にそれを発展 させてゆ く

努力がなければ地域自らのものとはならない筈で

ある。一・村一品運動の産業振興はもとより内発志

向であるが情報や知識や知恵まで鎖国主義である

わけではない。

② 情報ベースの定住圏づ くり

いま大分県内では地域づくりやムラおこしに革

新的な努力を している人達や先端技術に挑戦する

ベンチ ャー ・ビジネスも決 して少な くないが,そ

れに共通 した資質は,在 来の地域の人達に比較し

てはるかに外に向く姿勢が強いことである。つま

り広域志向であ り,行 動派であ り,か つ情報に対

して非常に食欲である。

産業間のバランス均衡の観点からも,テ クノポ

リスは工業だけではな く,農 業にも漁業にも観光

にも商業にも通用する。しかし,そ れは農工併存

の単なる空間的な土地利用のみを指すわけではな

い。世にい うテクノポリスには,工 業に特化 した

一定のパターンが見られるけれ ども,テ クノポリ

スに学ぶべき点は,情 報(技 術)を 基本にした新

しい定住圏づくりにあるのではなかろ うか。

(3)「 人おこし」一テクノポリスの原点

平松知事のい う人材開発型のテクノポリスは地

域づ くりのすべてである。一村一品運動やムラお

こしが少しでも成功している地域には,必 ずと言

って良い程,革 新的なイノベーターが存在 してい

る。それは市町村や農協や商工団体などの組織人

であっても良いが,地 域の産業振興を企画し実行

する革新者が不可欠である。ある地域における一

つの成功が他の地域に刺激を与え,イ ノベーショ

ンが波及することを期待するところに一村一品運

動の巧みな演出がある。 「人お こし」がテクノポ

リス原点である。

3.地 域づ く りとコ ミュニケー ター の

役割

(1}産 学官協同の核

(社)大分県地域経済情報センターは官民一体の

第三セクタPtで ある。前身は昭和50年 に創設され

た(㈲)大 分県中小県企業情報センターで,昭 和55

年4月 に改組,こ れ も平松知事の提唱で地域の専

門的な調査機関としての機能を付加 して,新 しく

発足 した。いわば地方版シンクタンクである。そ

の特色は固有のスタヅフは最小限にとどめ,人 材

結集型のオルガナイザー的な役割を運営の基本と

している。したがって産学官協同は,情 報センタ

ー建業の基本理念でもある。

テクノポリスの建設構想では,R&Dの 問題が

共通の課題である。とくに集積の少なかった地域

では成否の決め手と言われる位に重要視されてい

る。
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テクノポリスに限らず,最 近の地域産業政策に

おいては,整 備 す べ きインフラス トラクチャー

(基盤)の 多様化が指摘されている。基幹資源型

産業が産業発展の リーデ ィング・インダス トリー

であった当時は,大 規模な港湾や道路などの整備

が産業関連施設として重要な意味 を もって い た

が,先 端産業技術が地方へ展開 していくテクノポ

リス構想においては,ハ ー ドなインフラ整備を進

めると同時に,人 材,技 術,情 報 といったソフ ト

なインフラ整備がますます重要であることが大方

の指摘である。

② ハー ドとソフ トの同時進行

大分県の交通整備の状況は多くの点で立ち遅れ

がみられる。高速交通体系の整備は県民20年来の

悲願であるが,空 港を除いては,は かばかしい展

開がみられていない。高速道路が1メ ーFル もな

いとい う大分県の現状において,ハ ー ドな交通体

系の整備が急務であることに変 りはない。高速道

路の建設は沿線に産業の立地を促進し,県 産品の

市場性を高めることに大きな効果が期 待 で き る

が,そ れ と同時に地域全体が今までの外に対 して

閉ざされた地域からより開かれた地域への転換を

意味する。つまり本格的な地域間競争への参入で

あり,こ れからの企業経営にとっては競争の正念

場を迎えることも覚悟 しておかなけれ ば な らな

いo

いずれにしても大分県にとってはハー ドとソフ

トの同時進行であ り,企 業はもとより行政,経 済

団体など各層を通 じて自己革新の必要に迫 られて

いる。

正 しく知恵比べの時代であり,頭 脳の時代であ

る。新 しい時代には新 しい組織づ くりや組織間の
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新 しい メ カ ニ ズ ムが 必 要 で あ る。 イ ギ リス の学 者

E・F・ シ ュー マ ヅハ にABCコ ン ビネ ーシ ョン

とい う考 え方 が あ る。 そ の協 力者G・ マ ク ロ ビー

は これ にDを 加 え てABCDコ ン ビネ ー シ ョン と

い う。

Aは ア ド ミニ ス トレー タ ー(行 政)

Bは ビジ ネ ス(企 業)

Cは コ ミュ ニケ ータ ー(情 報 伝達 者)

Dは デ モ ク ラテ ィク ・オ ル ガナ イ ゼ ー シ ョン ・

ナ ブ ・ソサ イエ テ ィ(地 域 の 民 主 的組 織)

で あ る。(注 ・清成 忠 男著 「地 域 自立 へ の挑 戦 」 そ

の 他 か ら)。 そ して一 番 大 事 な のはBつ ま り企 業

で あ るけ れ ど も,ABCDい ず れ か 一 つ だ け では

推 進 が 難 しい。Bの 活 力 に 期 待 す る と して も地 域

ぐるみ の取 り組 み が 必 要 であ る とい わ れ る(注,

同上 掲 書)。

{3}地 域 の オ ー ガナ イ ザ ー

大 分 県 地 域 経 済 情 報 セ ン タ ーは,さ しず めCつ

ま り コ ミュ ニ ケ ー タ ー の役 割 を 担 わ な け ば な らな

い だ ろ う。 情 報 を 媒 介 し,調 査 し創 出 し提 供 す る

とい う情 報 伝達 機 能 も も と よ り重 要 で あ る。 しか

しそ れ 以 上 に 産 ・学 ・官 の 研 究 を組 織 す る一 方,

中 小 企 業 者 の異 業 種 技 術 研 究,交 流 を 呼 び か け て,

自主 研 究活 動 を支 援 す る な ど地 域 の オ ー ガ ナ イザ

ー的 な 役 割 を期 待 す る 向 きが 多 くな っ て い る。R

&Dな か で も産 ・学 ・官 協 同 シ ス テ ムの企 画,開

発 や,マ イ コ ン研 修 セ ンタ ー と して の 人 材 教 育 の

実 践 等 々,当 情 報 セ ン ター の 業 務 に は ゴール が 見

えな いが 東 大 の石 井 教 授 が い わ れ た 「草 の根 の技

術 革 新 」 が 当 情 報 セ ン タ ー の 今後 の進 路 を示 唆 し

て い る よ うに 思 え る 。
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姿を現わ しだ 歴博情報システム"

昭和58年 春に開館が予定されている国立歴

史民俗博物館。千葉県佐倉市の佐倉城跡に,

ほぼその偉容を現わ した。 こ我が国の歴史 ・

考古 ・民俗の資料を収集 ・保管 し,公 衆の観

覧に供するとともに,歴 史学 ・考古学 ・民俗

学に関する調査研空を行 う.国 立の大学共同

利用機関である。いま開館に向けて急ピッチ

で準備が進んでいる。

▼ シンボ リックな巨大 な収蔵庫

潰

.

、e訊

ミば

瀬 麟認
▲ 緑豊かな城跡に溶け込んだ入 口のアーチ

〉 中庭の スナ ップ
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▲ 続々と運び込まれる各種の端末装置

こ こで い ま,こ 国 立 歴 史 民俗 博 物 館情 報 シ ス テ ム.(歴

博 情 報 シス テ ム)の 構 築が 進 め られ てい る。 同 シ ステ ム

は 全 体 計 画 を 数期 に分 け,収 蔵 資料 管 理 シ ス テ ムを 第 一・

歩 と して 最 終 的 に は 全 国 に 散在 す る歴 史 ・考 古 ・民 俗 に

関 す る博 物 館 等 との総 合的 な ネ ッ トワー ク の実 現 を 目指

して い る。 「あ わ て て粗 末 の もの を つ くる よ りは,時 間 を

か け て も世 界 に 誇 れ る もの に した い。 研 究 機 関 と して も
一 流

,同 時 に 日本 の正 確 な 歴 史 を 知 っ て も ら う場 に した

い 」 との 井 上光 貞 館 長 の 言 葉 は シ ス テ ム 作 りの理 念 で も

あ る。 この 「歴 博 情 報 シ ス テ ム」の ソフ トウエ アは 現 在,

同 博 物 館 情 報 シス テ ム関 係 者 と当協 会 が共 同 で開 発 を 進

め て い る。

▲ 研究室に備えられた端末装置

<優 雅さと近代感覚をのぞかせる正面玄関
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「い まは シス テ ムの基 礎 で あ り柱 で あ るデ ー

タづ く りに 取 り組 ん で い ます 。 柱 は 博 物 館 資

料 と文 献 図 書 の二 つ で す が,し っか り した基

盤 づ く りか ら じ っく り積 み あ げ て い く予 定 で

す 」(照 井 武 彦 教 授 ・情 報 シス テ ム 研究 部 門

担 当)。 デ ー タベ ース まわ りの ソフ トウ ェア

は,す で に当 協 会 で 委 託 開 発 され て お り,い

ま立 ち あ が りの時 を 迎 えて い る。32の 大 項 目

と10の 副 項 目を 可 能 な 限 り入 力 す る作 業 は,

す べ て手 作 りなだ け に たい へ ん な 努 力 が 要 る

。 それ で もまず は6万 点 の収 蔵 物 と3万 冊 の

文 献 図書 の デ ー タが 揃 う。

、聡蒜湾

…

7
二 ▲ 広い通路。大 きな収蔵品を運ぶための高い天井

ズラ リ並 んだ 芦

ハ ー ドウ エア
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▲ 日本の歴史 と文化をのみ込むハー ドウ エア

書庫は6～7万 冊 まで収納で きる レ

八 一 ドウ ェ アの 導 入 設 置 もす で に 始 ま って お り

ほ ぼ 総 勢 が 整 って い る。UNIVAC1100/61と

VAX11/780を 軸 に20台 の 端 末装 置 を配 置 し終

え た。 特 色 は,最 初 か ら 日本 語 処理 を 含 む デ ー タ

ベ ー スをn指 して い る こ と,さ らにVAXは 多 目

的 の研 究 に 活 用 す るた め の 画 像 図形 処理 を 実 現 さ

せ よ うと して い る こ とに あ る。 この シス テ ムに よ

る ネ ッ トワー クが 実 現 す れ ば,わ が 国 の 歴 史,文

化 の研 究 者,博 物 館 関 係 者 が 夢 に まで 見 た 全 国 が

一 つ の巨 大 な 博 物 館 に な った と同 様 に 資 料 ,情 報

が 即 座 に 入 手 で ぎ る よ うに な る。 そ の 熱 い 思 い が

い ま,歴 博情 報 シ ス テ ムに そ そ が れ て い る。

▼ 警備 システムのパ ネル
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デ ー タ ・バ ン ク

コ ン ビ ュ ー・夕 ・シ ス テ ム の

安全性 ・信頼性 ・合 目的性対策

ユーザーの実行 レベル数量化の試み

一1981年 度コンピュータ利用状況調査から一

システム監査 とい う概念が,あ る程度コンピュ

ータの世界に浸透 してきているかに思われる。も

っとも1978～1980年 にかけて行なった調査では,

システム監査の実施率そのものはまだ高いとはい

えない(大 ・中堅企業サンプル約1000に 対 し18.4

%程 度)。

また,シ ステム監査 といっても,そ の内容は多

義であ り,多 面的である。たとえばシステムの経

済効率性 も,各 種の安全性 も,技 術的信頼性 も,

またシステムの使命に対する合 目的性 も,シ ステ

ム監査の対象となろ う。

これらの各側面を分析する場合に,絶 対的な評

価制定尺度を求めることはふつ う困難なことが多

い。そこでなんらかの相対的な物指しを用意する

必要がある。当協会監修 ・テクノ ・オフィス発行

になる ㌔ ソピュータ・コス トパフォーマンス全

資料(1981年 刊,オ ンライン編,バ ッチ編)"は,

経済効率性に対する相対的制定尺度構築の一成果

であった。

さて,最 近システムの安全性が しば しば話題に

上る。システムの安全性とは,通 常,シ ステムダ

ウンをめぐる問題,ソ フ トウェアの保全をめぐる

問題,デ ータの保全をめぐる問題 と,こ れ らを通

じての犯罪とい う視点からの問題がある。

コンピュータ犯罪が人々の好奇心の的 となるの

は止むを得ず,放 置すれば実害を生むためデータ

その他の暗号化などの対策自体もニュースとなる

時代だが,犯 罪は遂に人の問題であり,コ ンピェ

ータ犯罪といっても究極的には人の問題を離れた

対策があるわけではない。

それはともかく,シ ステム監査について,率 直

にいえば議論は多くデータは少ない。経済効率性

については上記のようにデータに基づく評価尺度

の実現をみたが,そ れは経済効率については比較

的具体的な数値を求めることができ,そ れ も多年

度にわたる観察とい う裏付けがあったか ら客観的

評価尺度を作ることができたとい う事情 もある。

ところが,安 全性とか合 目的性については時系

列観察があるわけではなく,信 頼性について純技

術的には大きな研究分野と成果があるが一般の理

解 しやすい共通評価尺度となるとこれまた把握 し

にくい。

そこで,昨 年度からユーザーの方の安全性に関

するtt対策",信 頼性に関する 更く対策"s合 目的性

に関する く《自己評価"な どについて仮に段階的な

レベルを考え,こ れ らへのユーザーの反応を収集

して統計的にとらえ,各 種対策 レベルの一種の数

量化を試みた。



囹 シ ス テ ム 事 故 ・障 害 状 況 図

シ ス テ ム の安 全 性 とか信 頼 性 を あげ つ ら う前 に

そ もそ も コン ピ ュー タ シ ス テ ム とい うものは,実

際 に どの程 度 の事 故 や障 害 の経 験 を もっ て い るか

を知 る必 要 が あ る 。

シ ス テ ム ダ ウ ンを きたす 原 因 と して は,次 の よ

うな もの が考 え られ る 。

1.コ ン ビ ュー一夕 ・シ ス テ ム 自体 の事 故 ・障 害

に 起 因 す る もの

㈲ ハ ー ドウ ェ ア故障 ・障 害 に よる もの

(ロ)ソフ トウ ェ アの 障 害 に よ る もの

内 空 調,電 源,回 線 な ど シ ステ ム付 帯 支持 環

境 の 事 故 ・障 害 に よ る もの

2.自 然 災 害 に 基づ くもの

㈲漏水事故

(ロ)水害事故

内火災事故

目煙害事故

園地農事故

3.人 為的事故 ・障害

29

-<<デ ー タ ・バ ン ク<

ω人の過失による事故 ・障害

(ロ)人の故意(悪 意)に よる事故 ・障害

これらの原因別システムダウン経験を調べたの

が図一1で ある。

事前に予想 されたように空調,電 源,回 線事故

は予想 よりやや多 く,人 為的事故が明瞭に数値と

して上っていることは本調査が よく実情を反映 し

ているとい う調査 自体の信頼性の証左となろ う。

図一1シ ステム事故・障害状況(現在までの総経験)

八一 ドウユ7障 害

{CPU.周 辺機器,
MPX,端 末そ の他 を

含む)

ソフ トウェア障害

空 調 故 障

電 源 故 障

障放線同

等い
損
食こ

へ

破

ズネ

線

.
含

配

{

漏水に よる事故 ・障害

自然水害による轍 障害

火災に よる事故 ・障害

煙害による事故〔・障害

地霊による事故 ・障害

人の過失に よる事故 ・
システ ム障害その他

人の悪意による事故 ・
システ ム障害その他

そ の 他

20 40 60 80

N=967

100φ(社 数)

、
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囹安 全性対 策 レベル 囹

システムの安全性を確保するためには,通 常次

のような視点が考えられ よう。

1.シ ステム利用 ・運用権限の制限一 仮 りに

システム保護と呼ぶことにする。

2.シ ステム室への物理的入館入室制限一 仮

りにシステム室の独立不可侵性 と呼ぶことに

する。

3.外 部的災害対策一 これには対地震,対 火

災,対 停電,対 漏水対策があろ う。

次に,上 記の各々の視点についてユーザーとし

ては何の対策もない場合 もあろ うし,複 数の対策

を用意 して厳重に防備を固めている場 合 も あ ろ

う。そこで各視点について何の対策 もないときを

ttレベ ル1"と し
,考 え られ る対 策 のす べ てを 備 え

て い る と きをttレ ベ ル5"と し,レ ベ ル1と レベ

ル1の 間 を 対 策 の重 層 化 の程 度 に よ って浅 い もの

か ら深 い もの へ"レ ベ ル2","レ ベ ル3","レ ベ

ル4"と 段 階 を つ け る。

上 の よ うな 安 全 対 策 へ の 視 点 と,こ れ に対 す る

対 策 の レベ ルの マ トリクス を 作 り,ユ ーザ ーの 投

票 を頂 い て作 成 した のが 下 の 図 一2で あ る 。

図 で 明 らか な よ うに,ま ず まず とい った 対 策 の

と られ て い る のは 火 災 対 策 だ け で,平 均 的 に 見 る

と安 全 対 策 レベ ルは 低 い,も っ と も各 種 対 策 の 必

要 性 は 業 種 に も よるわ け で,ど こ もか しこ も シ ス

テ ム室 のみ が 厳 重 に 隔 離 され 密 室 化 され る こ とが

望 ま しい とは い えな い 。

図一2シ ステム安金性対策レベル現況
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図 信 頼 性 対 策 レ ベ ル 囹

先 述 の よ うに純 技 術的 な信 頼 性 問題 は 研 究 も進

み 理論 も整 備 され て い る が,そ れ は メ ー カ ー側 の

設 計方 針 に 吸収 され,一 般 の ユ ー ザ ー と しては ブ

ラ ッ クボ ッ クス視 して よい で あ ろ う。 し か し,

100%完 全 な シ ス テ ムは あ り得 な い の で,ユ ーザ

ー と しては 人 の健 康 と同 じ く
,シ ス テ ム ダ ウ ン の

予 防 診 断,余 裕 あれ ば 一 部 中 枢 設 備 の 二 重 化 な ど

が,現 実 的 な シ ス テ ム信 頼 性 保 持 へ の 対 策 とな ろ

う。

そ こで,自 己 診 断 シ ス テ ム保 有,定 期 診 断 制,

バ ヅク ァ ップ体 制 の 準 備,回 線 二 重 化,デ ュア ル

CPUの5対 策 を と り,そ れ らの 対 策 常備 の重 複

図一3シ ステム信頼性対策レベル現況
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度 に よっ て レベ ル を 規 定 した の が 図 一3で あ る。

まず まず とい うの が 現 状 で あ ろ う。

囹 合 目 的 性 レ ベ ル 囹

これ は 非 常 に 抽 象 的 な 問 い で あ り,主 観 的 な答

を 期 待 した ア ンケ ー トで あ る が,や は りサ ン プ ル

数 が1,000と もな る と,お お むね 妥 当有 意 な結 果

が 見 られ る 。 図 一4は 総 ま とめ の 図 で あ るが,企

業 内 の 各種 ニー ズ に対 し現 状 ではttお お む ね"ま

た は"十 分"対 応 して い て,わ が 国 の 情 報 シス テ
　

ム部門が大 ・中堅企業においては十分成熟してい

ることを物語る。将来への対応につき遠慮がちな

のは,技 術の進歩のある意味でのこわさを知る故

の反応ではなかろうか。

(田中京之助 ・当協会技術調査部参与)
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纏、の蔑緯
NCC'82か ら

9万 人が参加

後進国か らの参加 も目立 つ

今年 の テー マは``ア ドバ ンシ ング ・プ ロフ ェ ッシ ョナ リズ ム"

〈基調講演〉

「我々の国家,産 業界は,情 報化時代を リー

ドし,高 度な技術を備えた企業の活動を封 じる

ような規制を必要としない。健全な競合を推進

する立法だ として,現 在国会で審議中の1934年

に制定 された通信法の改訂案H.R.5158は,む

しろ今までにない厳 しい規制を行おうとす るも

のである。この法案は,公 正な競合を不可能と

するだけでなく,我 々サプライヤーを通じてカ

ス トマーが得ることのできる利益さえも奪お う

とするものである。」6月14日 か ら始 ま った

1982年 全米コンピュ'一タ会議NCC(National

ComputerConference)は,ア メリカ通信界の

大御所,AT&Tの 現副会長であるジェームズ

E.オ ルソンの基調講演から幕が切って落され

た。同氏は,現 在審議中の改正法案に痛烈な批

判を行い,最 後に 「海外の強力な競合相手は,

海外だけでなくわが国のマーケットさえも着々

と侵害 しつつある。コンピュータとコミュニケ

ーション分野の両者のつまらないいさかいは,

今後期待される潜在マーケットを失 うこともな

りかねない。我々は,先 端技術の研究開発を通

じて カス トマー に最 大 のサ ー ビス を 提 供 す る

た め に も,両 者 が 互 い に協 力 を 惜 しんで は な ら

な い 。 」 と しめ く くっ た。

〈 プ レナ リー ・セ ッシ ョン 〉

一 方
,プ レナ リー ・セ ッシ ョンは,基 調 講 演

と同 様,各 界 の有 識 者 に よっ て2日 目以 降連 日,

昼 食 事 に 行 わ れ る講 演 で あ るが,ス ピー カ ーは

情 報 処 理 の専 門 家 だけ で な く,む しろ他 の分 野

か ら情 報 処理 分野 を見 直 して も ら う こ とを 中心

に 選 ば れ て い る。

「人 間 不 在 で あ って は な らな い 。 今 日の 情 報

化 は あ ま りに も マ シ ンオ リエ ン トで あ る。 」 パ

ー チ ィスSun社 理 事長,「 コ ン ピュ ー タ産 業 の

進 展 は,経 済 病 を 治療 す る 。」 デPtビ ス元NB

Sコ ン ピ ュ ータ所 長 な どが,プ レナ リー ・セ ッ

シ ョンの ス ピー カー と して 選 ば れ た 。

◇

連 日40度 近 い 温度 と高 い 湿 度,ヒ ュー ス トン

は 息 をす る の も苦 しい ほ どの暑 さで あ った。 最

も暑 い 時期 に,そ れ も決 して便 利 とは 言 い難 い

こ こ ヒL－ ス トンが 今 回 のNCC開 催地 と して

選 ば れ た。 全 米一 の 低 い失 業 率,急 速 に進 む 工

浄
」

ξ
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会場とな ったアス トロ ドーム

業 化 と電 子 産 業 の発 展 な どか らテ キ サ ス州 自身

が こ う した催 物 に 力 を 入れ 全 米 情 報 処 理 学 会

(AFIPS)に 強 力に 働 きか け た の で あ る。 今

回 の参 加 者 総 数 は9万 人 を 越 え た が,海 外 か ら

の参 加 者,と くに 後進 国 の 参 加 者 が 目立 った 。

9つ の テ ー マが 連 日平 行 して 行 わ れ た テ ク ニ

カル ・セ ッシ ョン,5つ の 専 門 分野 で 半 日 も し

くは1日 単位 で小 人 数 の た め に 有料 で 行 われ る

プ ロ フ ェ ッシ ョナ ル ・セ ミナ ー,32万 平 方 フ ィ

ー トに684の 異 な った 企 業 が 製 品 とサ ー ビス の

紹 介 を行 う展 示 会,科 学 技 術 映 画 の放 映 の希 望

者 の た め に特 別 仕 立 の バ ス で 行 うNASA航 空

宇 宙 セ ンタ ー の見 学 な ど今 年 も多 彩 な 催 物 が 繰

り広 げ られ た 。

◇

〈 テ クニ カル ・セ ッシ ョン 〉

テ ク ニ カル ・セ ッシ ョンは,最 近 話 限 に な っ

て い るテ ー マ を か かげ,各 テ ー マ毎 に 論 文 発 表

とパ ネ ル 討論 が 行 われ る。 今 回 は 次 の9つ の テ

ー マが 選 ばれ ,全 テ ー マが 連 日平 行 して 行 わ れ

た 。

*ハ ー ドウ ェ ア/コ ン ピュ ー タ ・ア ーキ テ クチ

ャ

*ソ フ トウ ェア ・エ ン ジ ニア リン グ

*パ ー ソナ ル ・コ ン ピ ェー テ ィング

*社 会 と組 織 上 の 問題

*オ フ ィス ・シ ス テ ム

*マ ネ ー ジ メ ン トに 関す る諸 問題/意 志 決 定 サ

ポ ー ト ・シ ス テ ム

*言 語 とデ ー タベ ー ス処 理

*コ ン ピ ュ ーテ ィン グ ・ア プ リケ ー シ ョン

*パ イ オ ニ ア ・デ ィ

〈 プ ロフ ェ ッシ ョナ ル ・セ ミナ ー 〉

また,有 料 で 小 人 数 の た め に 行 わ れ る プ ロ フ

ェ ッシ ョナ ル ・セ ミナ ーで は,今 回 は,

*コ ン ピ ュ ー タ ・グ ラ フ ィ ックス

*コ ミュ ニ ケー シ ョン/デ ー タ ・セ キ ュ リテ ィ

*デ ー タ ・マ ネ ー メ ン ト

*新 技 術 に おけ る最 近 の 問 題 点

な どが テ ー マ と し選 ば れ た 。

(展 示 会)

NCCの 呼 び 物 の1つ で あ る展示 会 は,昨 年

の525社 を 大幅 に上 回 る684社 の 出 展 を得 て盛

大 に 開催 され た 。

NCCの 展示 会 か ら大 型 メイ ン フ レー ム が 消

え て 久 しい 。 パ ソ コ ン,グ ラ フ ィク端 末 パ ソ コ
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lju4社が 出展 した展示会場

ン用 ソ フ トOA,ロ ー カ ル ・エ リア ・ネ ッ トワ

ー ク,今 回 の 展 示 会 は ま さに,パ ソ コ ン と機 能

端 末 を 中 心 と したOA展 示 会 な った 。 と くに16

ピ ヅ ト ・マイ ク ロプ ロセ ッサ を 用 い た バ ソコ ソ

と ワー クス テ ー シ ョンは,今 後 の コン ピュ ー タ

業 界 の方 向を 示 す もの と して脚 光 を 浴 び た。

今 回 パ ソ コ ンを 展示 した企 業 は,メ イ ン ・ク

レー マ ー,事 務 機 器 サ プ ライ ヤ ー だけ で は新 規

参 入者 も含 め て実 に50社 以上 に達 した。

◇

NCCは,現 在行われているコンピュータ会

議では最大規模のものである。多くの出展企業

はNCCを 新製品発展の場 としている。NCC

で何が議論され,何 が展示 されているかを知る

ことによって急速に変遷を遂げるコンピュータ

業界の動きを適確に把えることができる。こう

した意味か らもNCCに 参加する意 義 は 大 き

い。(山 鳥雄嗣 ・当協会調査課長)



・一(王 臣亟) 一ー ー一 …

◇新世代コンピュータ技術開発機構発足

推論機能な ど革新的な設計概念を持ついわゆ

る第5世 代 コンビu.・一・タの研究開発を推進する

財団法人新世代コンピュータ技術開発機構(英

文名InstituteforNewGenerationConputer

Technology:略 称ICOT)が さる4月14日 発

足,5月26日 から三田国際 ビル21階 に事務所を

開設 し業務を開始 した。

第5世 代 コンビ=一 夕は昭和54年 度か ら通商

産業省が世界にさきがけ調査研究を開始 した も

ので具体的な作業は当協会に 「第5代 コンピュ

ータ調査研究委員会」(委 員長,元 岡達東大教

授)が 設置され2年 間にわた り調査研究が行わ

れ,引 続 き56年度に研究開発課題の選定,そ れ

に基づ く研究開発計画の策定,研 究開発の推進

に当っての国及び民間の役割分担等,具 体的問

題についての検討が行われた。

その結果,こ れ ら3年 間の調査,研 究を踏ま

え第5世 代 コンビ=一 夕の研究開発は産・学 ・官

の総力を結集 し,同 時にまた国際的な協力も円

滑に進めながら実施する必要があるとの結論が

出され,そ のための中核となる組織として(財)

新世代コンピュータ技術開発機構が発足 したも

のである。

同財団としては1990年 初めに第5世 代コンピ

ュ一一タのプロトタイプを実現するため前期3年

中期4年,後 期3年 の10年 間でおよそ1000億 円

を投入し,研 究開発を進めることとしている。

なお同財団には業界から国産 コンピュータ ・

メーカー6社 にシャープ(株),松 下電器産業

(株)の8社 が参加 し,電 子技術総合研究所,日

本電信電話公社,大 学その他の研究機関も,こ

れに協力することとなっている。

また同財団の理事長には山本卓真,富 土通社

長,専 務理事には日本電子工業振興協会の吉岡

忠専務理事が就任した。
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〔新 刊 〕

■FIFTHGENERATIONCOMPUTER

SYSTEMS■

一 「第5世 代 コ ン ピ
ュ'一夕国 際 会 議 」 会 議 録

(英文)一

当 協 会 が 昨 年10月,情 報 化 週 間 行 事 の一 つ と

して 通 商 産 業 省 の 後 援 に よ り開 催 した 「第5世

代 コ ン ピ ュ ー タ国際 会議 」の 会 議 録 の 普 及 版(英

文 一 般 頒 布用 資料,B5,300ペ ー ジ,・ ・一 ドヵ

バ ー)が,こ の ほ どオ ラ ンダ の 出版 社 ノ ー ス ・

ボ ー ラ ン ド社 か ら発 行 され た 。

これ は 昭 和54年 度 か ら当 協 会 で 実 施 した 第5

世 代 コ ン ピュ ー タに 関 す る調 査 研 究 の 成 果 の 公

表 と国 際 的 な意 見 交 換,討 議 を 行 うた め 開 か れ

た 同 会 議 で の 発 表,講 演 な どを収 録 した もの で

今 年 度 か らICOT(㈲ 新世 代 コ ン ビ=一 夕技

術 開発 機 構)に 引継 がれ た 第世 代 コ ン ピ ュー タ

研 究 開発 の 中 間報 告 と もな っ て い る。

価 格 は19,370円(概 算)で 丸 善 洋 書 部(〒103東

京 都 中央 区 日本 橋2-3-10,電 話(03)272-

7211)で 取 扱 っ て い る。

■ コン ピュ ー タ ・セキ ュ リテ ィ■

一 犯 罪 対 策 と災 害 対 策 一

コン ピュ ー タ ・セキ ュ リテ ィの 権 威 と して 知

られ るSRIの ドン ・パ ー カ ー の 近 著(原 題

ComputerSecurityManagement)の 日本 語 版

「コ ン ピ ュ ータ ・セ キ ュ リテ ィー 犯 罪 対 策 と災

害 対 策 一 」 が,当 協 会 の監 訳 で 発 行 され た。

本 書 の な か で著 者 は コン ピ ュ ー タ資 産 に対 す

る 脅威 は 大 別 して ① 自然 災 害,② 人 為 的 なエ ラ

ーや ミス ,③ 詐 欺,サ ボ タ ー ジ ュな どの 意 図 的

行 為 い わ ゆ る コ ン ビ ュ タ犯 罪)な どが あ る と し
ト

この うち と くに 意 図 的 行 為 に 焦 点 を あ て コ ン ピ

ュー タ ・セキ ュ リテ ィの諸 様 者 を 詳 述 して い る。

発 行所 は㈱ 企 画 セ ンタ ー(〒101千 代 田区 神

田小 川 町2-1木 村 ビル 電 話(03)292--7553)

で 価 格 は5,000円 。
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韻 サ・ン回回回回〔面コ回 回回回回回回

限 りない生産性向上への挑戦
一 ソフ トウエア会社の責務一

日本タイムシェア(株)コ ンサルティング部 部長代理

菅 野 孝 男

ソフ トウ ェア の くく危 機"と い うこ とが 言 わ れ 始

め て か ら既 に久 しい。 しか し,こ の問 題 は 解 決 ど

こ ろか ます ま す 深刻 化 して い る とい え る。 コン ビ

L-一夕 の設 置 台 数 を と って み て も米 国 では100万

台 近 くに達 し,わ が 国 に お い て も10万 台 を超 え た

といわ れ てい る。

ま た,マ イ ク ロ プ ロ セ ッサCPUの 使 用 数 も年

40%以 上 とい う幾 何 級 数 的 速 度 で 増 加 して い く と

予 想 され て い る 。 この よ うな ハ ー ドウ ェ ア の増 加

は 当 然 ソ フ トウ ェ アの需 要 の増 加 を もた ら し,今

後5年 な い し10年 の短 期 予 測 で も現 在 の10倍 以上

の プ ロ グ ラマが 必 要 と され,プ ロ グ ラマ の 需要 予

想 カ ー ブ は あ ま り遠 くな い時 期 に 人 口の 成 長 カー

ブ を 追 い越 す とい う計算 結 果 も 出 され て い る。

この よ うな 時 代 に お い ては,わ れ わ れ ソフ トウ

ェ ア会 社 の役 割 は 非 常 に 大 き く,社 会 的 に も期 待

され る こ とが 大 とな って い る 。 しか し,ソ フ トウ

ェア の 開 発 作業 は 昔 も今 も労 働 集 約 的 で あ り,ハ

ー ドウ ェ アの生 産 性 の 伸 び に 比 べ れ ば,ソ フ トウ

ェ アの 生 産性 の伸 び は 比 較 にな らな い く らい に 小

さい 。 こ の こ とは 同一 程 度 の機 能 を もつ ソフ トウ

ェア の価 格 を 考 え た時,イ ンフ レ等 の影 響 を もろ

に受 け易 い こ とを も示 して い る 。 したが って,生

産性 を可 能 な 限 り向上 させ,ク ライ ア ン トに あ ま

回回回回回回回回回〔動コ回〔回〔コ回回
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1コ〔コ回回〔]回回回回回回〔コ〔@回回回

り高 くな い価 格 で,高 い 品 質 の ソ フ トウ ェ アを 供

給 す る こ とが わ れ わ れ ソ フ トウ ェ ア会社 の社 会 的

な 責 任 で あ る と考 え て い る 。

そ こで,こ の 欄 を 借 りて われ われ が 今,生 産性

向上 の た め に どの よ うな 努 力 を して い る か,そ の

一 端 を 紹 介 して み た い
。

●よ リ高 級 な言 語 及 び プ ログ ラ ミン グ技 術 の研 究

単 位 時 間 当 りに よ り多 くの実 効 ス テ ー トメ ン ト

を書 くこ とは,プ ログ ラ ミン グ の生 産 性 向上 のた

め の伝 統 的 な 方 法 で あ る。 高 級 言 語 は 一 つ の 有 効

な 方 法 で あ り,最 近 の 例 と して は ア メ リカ国 防総

省 のAda,日 本 の マ イ コ ン メ ー カの 開 発 した 言語

PIPSは 良 く知 られ てい る。 我 々 も これ らの 言

語 の 研 究 は 勿 論 で あ るが,業 種 別,業 務 別簡 易言

語 の 研 究 開発 を 行 って い る 。 ま た,プ ロ グ ラ ミン

グ技 術 に つ い て も,構 造 化 用 マ ク ロ コー ドな どで

既 存 の 言 語 で も構 造 化 が容 易 に で き る よ うにす る

こ とが 行 われ て い る し,昨 年 度 の 当社 の社 内論 文

大会 で は,「 端 末 シ ス テ ム にお け る 回線 制 御 プ ロ

グ ラ ミン グ化 手 法 」(木 村)が 最 優 秀 賞 を と り,

この方 法 論 は 実 際 の業 務 に 広 く使 用 され て い る。

●分 析 ・設 計 技 法 の 調 査 研 究

高 級 言 語 や ス トラ クチ ャ ー ド ・プ ロ グ ラ ミン グ

手 法 等 は,現 在 で は か な り一 般 的 に な って い るが

ソフ トウ ェ ア の生 産 性 を 考 え た場 合,プ ロ グ ラ ミ

ン グ のみ の生 産 性 の 向上 は あ ま り効果 的 とは い え

な い 。 な ぜ な ら,ソ フ トウ ェア の ライ ブサ イ クル

に お い て,プ ロ グ ラ ミン グの 占め る割 合 は せ い ぜ

い%程 度 だ か らで あ る。 した が っ て,わ れ わ れ

は.プ ロ グ ラ ミン グ以外 の とこ ろ,と くに,品 質

や 後 の 保 守 に も係 わ りが 深 い,分 析 ・設 計 技 法 の

確 立 が 急 務 と考 え て い る。 現 在,分 析 ・設 計 技 法

と して は,KJ法,YS法,SADT,DFG,

E-Net,R-Net,ペ トリネ ッ ト,RGF,ワ ー ニ

エ法,ジ ャ ク ソ ン法 ,HIPO,PAD,HC

P,E-Rグ ラフ,コ ンテ ィニ ュア ス ・イ ン テ グ レ

ー シ ョン法 等 が あ る
。 こ の 中に は,現 在 か な りポ

ピュ ラ ー な もの もあ るが,わ れ わ れ と しては ,目

的,対 象分 野 等 に 応 じた標 準 的 な 技 法 の 確 立 を め

ざ してお り,現 在,そ の作 業 中 で あ る。

●総 合 的 な開 発 支 援 シ ス テ ム の 開 発

ソフ トウ ェ アの 生 産 性 を 劇 的 に 向 上 させ る 方 法

は な い の で あ ろ うか 。 そ れ は や は りJIPDEC

の報 告 書 に も あ る よ うに プ ロ グ ラ ムの 再 利 用 で あ

ろ う。 こ の こ とに つ い て は,多 くの 人 に よっ て提

案 され て い る。 最 近 の 例 で は,ソ フ ト協 の 服 部 会

長 が 「世 界 情 報 産 業 会 議 」 で 日本 の 伝統 的 な 木組

み構 造 を ソ フ トウ ェア の モ ジ ュー ル 化 に生 か す こ

とを提 言 して い る。 われ われ も この 間題 につ い て

は,古 くか ら研 究 を行 っ て お り,そ の成 果 は ナ シ

ョナ ル ・プ ロジ ェ ク トの 「事 務 処 理 ソフ トウ ェ ア

モ ジ ュ ール の 研 究 」,そ して そ の 後 の 「モ ジ ュー ル

・デ ー タベ ー ス の 研 究 」 とな っ て表 われ て い る
。

現在 で は,STAFS(SystemsforTotalized&

AutomaticalFactoryofSoftwaredevelopment) ,

と よばれ るモ ジ ュー ル の再 利用 を加 味 した総 合 的

な ソ フ トウ ェア 開 発 支援 シ ス テ ム の 開発 を 社 内 の

生 産 性 委員 会(筆 者 も委 員 の 一 人)を 進 め てい る。

●モ チ ベ ー シ ョ ン理 論 の研 究

ソフ トウ ェ アの 生 産 は 人 間 に よ る と ころ が 大 き

い の で,技 術 者 の モ チ ベ ー シ ョンは 生 産 性 に大 き

く影 響 す る。 した が って,わ れ わ れ は 今,X-Y

理 論 やJDS理 論 に つ い て も研 究 を進 め て い る。

以上,わ れ われ の生 産 性 向上 へ の挑 戦 の一 端 を

紹 介 した が,今 後 と も ソ フ トウ ェア会 社 と して の

責 務 を果 た す ため 挑 戦 し続 け る所 存 で あ る。

回回回回回回回回回回回回回 会員サロン
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◇NCC'82参 加 と米 国 情 報 産 業

視 察 団,VAN調 査 団 派 遣

今年 で10回 目を迎 え るNCC'82

(NationalCoputerConfernce)

は さ る6月7日 か ら10日 まで テ キ

サ ス州 ヒュ ー ス トンで 開 催 され た

が,当 協 会 で は ソフ トウ ェ ア ・ハ

ウス,コ ン ピュ ー タ ・ユ ーザ な ど

の 関 係者11名 の参 加 を得 て,標 記

参 加 視 察 団 を派 遣 した。(6月6

目～20日)

一 行 はNCC'82に 参 加 した の

ち,カ ン タ ム ・サ イ エ ンス社 及 び

イ ン プ ヅ ト社 の セ ミナ ー受 講,ニ

ュー ヨー ク,サ ン フ ラ ン シ ス コ等

各 地 の米 国情 報 処 理 企 業 の視 察 を

行 った。 な お,今 回 は 同視 察 団 と

併 せ てVAN調 査 を 行 う調 査 団 も

同一 行 動 の 日程 で 派 遣 した 。

◇'82世 界コンビ=一 夕年鑑発行

内外の情報処理及び情報処理産

業の動向を幅広 く総合的にとりま

とめた 「'82世界 コンピュ'一タ年鑑

一策2次 情報革命へ向けて一」を

6月16日 に発行した。

全体の構成は第1部 情報化の進

展 と残された課題,第H部 情報化

社会の新段階へ向けて,欝 血部'82

世界情報化事典の3部 構成となっ

ている。第1部 では通信事業 自由

化の動き,VENUSサ ービス開始,

衛星通信な どの通信問題。コンビ

ユ ーータ技 術 で は,第5世 代 コン ピ

ュ ・一・タ,ミ ニ コ ン ビ 、L－タ,マ イ

ク ロ コン ピ ュー タ等 の動 向を,ソ

フ トウ ェア では 法 的 保 護 と生 産 性

に つ い て,さ らに ニ ュー ・メ デ ィ

ア,CADシ ス テ ム,産 業 ロボ ヅ

トな どを 取 上 げ,最 近 の動 向 を ま

とめ て い る。 第 五部 で は,情 報 化

社 会 の新 しい 段 階 を 迎 え るに あた

っ て の課 題 と して,新 しい コ ン ピ

ュー タ ・ア ー キ テ クチ ャー の動 向

とホ ー ム ・イ ン ブ ォ メー シ ョン ・

シス テ ムの形 成 に つ い て 紹 介 す る

と と もに 情 報 化 社 会 の影 の部 分 と

して内 外 で 起 こ って い る コ ン ピ ュ

ー タ犯 罪 とそ の対 応 策 に つ い て概

要 を レポ ー トしてい る。

第 班部 は,デ ー タや資 料 とな る

情 報 化 事 典 で あ り,世 界 各 国 の コ

ン ピ ュ ー タ利 用 状 況,ア メ リカ 及

び 日本 の コ ン ピュ ー タ利 用 比 較,

コン ピュ ー タ の生 産 ・輸 出 入,コ

ン ピ ュー タ ・サ ー ビス,デ ー タベ

ー ス ・サ ー ビス等 の各 種 統 計,予

測 デ ー タを,ま た ハ ー ドウ ェア の

機 器 性 能 一 覧 と して,汎 用/オ フ

ィス ・コ ン ピュ ー タを,さ らに は

欧 米 ・日本 の情 報 産 業 主 要 企 業 一

覧,海 外 企 業 の 日本 進 出 ・提 携 状

況 な どを収 録 して い る。

◇INFO'82参 加と米国情報処

理実態視察団派遣

10月11日 より14日までニューヨ

ークで開催されるINFO'82(情 報

管理展示会/会 議)へ の参加と米

国各地の調査会社,関 連機器メー

カー,先 進ユーザ,研 究機関等の

訪問を通 じ,オ フィス ・オー トメ

ーションの最新動向,高 度なコン

ピュータ利用の実態などを把握す

る標記視察団を派遣することとし

さきに団員の募集を締切った。

視察団は10月9日(土)よ り2

週間の予定でニューヨーク,ボ ス

トン,ロ サンゼルス,サ ンフラン

シスコを訪問する。なお来年度は

5月16日 より4日 間の予定でカ リ

フォルニア州アナハイムで開催さ

れるNCCへ の視察団派遣を予定

している。

◇第18回 情報処理に関する研究会

開催

コンピュータとコミュニケーシ

ョンの結合が急速に進展する中に

あって,オ ンライン情報処理をと

りまく環境 も大きく変化 しつつあ

る。10月 より新たな公衆電気通信

法が実施されるほか,海 外では通

信メディアの高度化に伴い,付 加

価値通信衛星通信(VAN)な どの

新 しい通信サービスの分野が急速

に伸展している。

今回の研究会では,こ のような

内外の最新動向を紹介 した。

日時9月6日13:30～17:00

会場 機械振興会館ホール

テーマ 内外におけるオンライ

ン情報処理の動向

定員210名

圏 露 国1凝 ド◎圭・・三脇 連㍊ 懸 園 圃 圃 騒騒蟹
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■昭和57年 度事業のあ らまし

○マイクロコンピュータの応用に

関する調査研究

④マイクロコンピュータ業界振興

のための諸問題に関する調査研究

を基本問題委員会を中心に行って

いるが,本 年度は,昨 年度報告書

の提言を一歩進めて,マ イクロコ

ンピュータ応用システム技術者の

ための試験制度について調査研究

する。(委 員長 田村浩一郎電子

技術総合研究所論理システム研究

室長)

また,こ れと並行 してマイクロ

コンピュータ応用システムの開発

に必要な知識や技術を体系的にま

とめた初級者向けのテキス トを作

成する。

⑬マイクロコンピュータをめぐる

ハー ドウェア,ソ フトウェア,そ

の他関連技術の進歩は 目を見張る

ものがある。応用技術調査委員会

では,こ れ ら最新技術の動向の把

握につとめているが,本 年度は,

マイクロコンピュータの生産技術

への活用 とその将来動向について

調査研究する。(委 員長 西川緯

一京都大学工学部教授)

○マイクロコンピュータの利用に

関する共通的な技術開発

システムハウスの技術力の向上

をはかるため,こ れまで14件 の委

託 開 発 を 実 施 して い る が,本 年 度

は 次 の4テ ー マ に つ い て 委 託 開 発

を 行 うこ と と した 。(委 員 長 田

村 浩 一郎 電 子 技 術総 合研 究所 論 理

シス テ ム研 究 室 長)

④ パ ー ソナ ル コン ピ ュー タ を用 い

たCAIシ ス テ ム

ー ㈱ テ ク ノ オ フ ィス(東 京)

◎ イ ン テ リジ ェ ン トデ ィス ク フ ァ

イ ル管 理 ユ ニ ッ ト

ー ㈱ 高 岳 製 作 所(名 古 屋)

◎ 光 フ ァイバ を 用 い た 簡 易 型 ロー

カ ル ネ ッ トワ ー ク シス テ ム

ー 杉 産 業 電 機 ㈱(名 古 屋)

⇔ シス テ ムハ ウス 用CADタ ー ミ

ナ ル ー 近 畿 計 測 器 ㈱(大 阪)

○ マ イ ク ロコ ン ピ ュ ータ 利 用 研 究

会

マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ に関 す る

知 識 の啓 蒙 と会 員 相 互 の技 術 交 流

を 目的 と した研 究 会 は 本 年 度 は 東

京,大 阪,名 古 屋,福 岡 で計8回

の開 催 を予 定 して い るが,東 京 で

は 次 の とお り第1回 研 究 会 を 開 催

した 。

期 日 昭 和57年6月18日(金)

場所 世 界 貿 易 セ ンタ ー ピル

テ ー マ お よび 講 師

①IAPX286の 概 要

イ ンテ ル ジ ャパ ン㈱

鎌 田信 男 氏

②製 品紹 介 パ ー ソナ ル コ ン ピ

ュー タMULTI16

JIPDECだ よ り

三菱電機㈱ 出口博章氏

なお,次 回は 「センサー技術」

をテーマに大阪で開催することと

し,準 備をすすめている。

○協議会

システムハウス業会の内包する

諸問題について,そ の解決策を探

るため,関 係当局,MCC,地 元

関係者による協議会を,本 年度 も

東京,大 阪,名 古屋において開催

する。

056年 度調査研究報告書

「マイクロコンピュータシステム

技術者教育の現状 と課題」

マイクロコンピュータ応用シス

テム開発技術者の需要は加速度的

な増大が予想され,シ ステム技術

者の育成は,わ が国産業の隆盛の

ためには不可欠のものである。

本報告書では大学,高 専,メ ー

カ,シ ステムハウス等で行われて

いるシステム技術者教育の現状お

よび今後有力な教育手法と考えら

れるCAI教 育の技術動向につい

て述べ,こ れ らを総合 してマイク

ロコンピュータ応用システム開発

技術者認定試験制度の設立につい'

て提言 した。また,付 属資料 とし

てマイクロコンピュータシステム
し

技術者 として必要 な 知 識 ・技 術

(試案)お よび初級技術者育成の

ための教育カ リキェラム(試 案)

をとりまとめた。

圏圏 圏 圏騒騒 騒騒騒 騒贈圏圏 麗麗圏
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■上級情報処理技術者の職種内容

等調査報告について

IITで は昭和56年 度事業の一

環 として標記報告書をとりまとめ

た。本報告書は,官 庁 ・企業 ・研

究機関等において情報処理業務に

従事する専門部署および関連部署

の職員を対象として,当 該事業所

内部での職務内容,職 種呼称,当

該職種に要求される知識 ・能力の

程度等についてアンケー ト調査を

行い,こ れをもとに情報処理業務

にたずさわれる方々のわが国での

現状を把握 し,さ らにそこにおけ

る問題点を浮きぼ りに し,今 後の

情報処理教育等の方向づけに利用

していただこうとい う もの で あ

る。調査の主要項 目は以下の通 り

である。

レ職務内容と職種呼称について

(職種グループ別の構成人員,

職種 グループ別の職務内容,要

員の規模別職務内容の比較,職

務呼称の実態等)

ゆ各職種に要求される知識 ・資質

等について(知 識 ・技術につい

て,資 質 ・能力について)

レ各職種の現状と将来について

(界女別年齢構成について,情報

処理要員の学歴構成について,

企業在籍年数とEDP経 験 年

数,要 員の不足補充について,

中高年齢者の活用について等)

レ待遇ならびに労働環境について

(資格および賃金体系について,

情報処理技術者試験について)

〉キャリア ・パスとジ ョブ ・ロー

テーションについて(キ ャリア

・パスの設定状況,ロ ーテーシ

ョン実施状況等)

※本報告書は下記の価格で一般に

頒布 しお ります。

直接購入価格:1,900円

郵送購入価格:2,200門

■お申込み先

〒105東 京都港区浜松町2-4-1

世界貿易センターピル7F

㈲ 日本情報処理開発協会

情報処理研究センター

教務課

電話03(435)6507

編集後記

◇ 「数字の魔術」といわれるよう

に私達は往々にして数値データが

あたかも絶対的な尺度であるかの

ように錯覚することがあります。

こうした錯覚や情報の独 り歩き

を避ける意味からもデータの管理

や加工は,な るべ く発生源に近い

ところで行 う,と いうのがデータ

ベース構築の初歩的原則といえる

のではないでしょうか。 「地域別

情報拠点の育成 とアプローチ」も

このような観点から推進 されるよ

う望まれます。

◇コンピュータ ・システムの安全

性,信 頼性,合 目的性対策につい

てのユーザーの実行 レベル数量化

の試みが初めて公表 されました。

この結果も一つの参考 として各

ユーザーの方々が,そ れぞれの業

種,シ ステムに適合した対策を検

討 されるよう期待 します。

◇ 「温故知新」一 初夏の一日緑

深い佐倉城跡に建つ国立歴史民俗

博物館を訪ねて,ふ と思い出した

この諺。このユニークな博物館の

活動のなかで 歴 博情報システム"

が本格的に動き出す 日も近いよう

です。

昭和57年9月30日 発行

JIPDECジ ャー ナ ルNo.50
⑥1982

財団法人 日本情報処理開発協会

東京都港区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館内

郵便番号105電 話03(434)8211(大 代表)内 線535

※本誌送付宛先の変更等については当協会普及媒(03・一一434・-8211内線535)ま で宛名ラベル右下のコin

ドMと ともにご連絡下さい。



U冊 ££ 報 告 書 ・資 料

頒布価格

分 類 番 号

56-ROO2

56-ROO3

56-ROO4

56-ROO5

56-ROO6

56-ROO7

56-RO13

56-RO14

題 名

欧米のデー タベ ー スの現状

オンライン需要調査報告書

CAE(ComputerAidedEngineering)に

関す る調査研究報告書－CADの 新 しい方向 を探 る一

音声 ・デー タ ・ファクシ ミリ総合 ネ ットワー クビジ ョン

をめ ぐるユーザの対話

内外におけるデー タベ ー ス ・サー ビスの利用

動向 と問題点

通信回線 をめ ぐる各界提言 ・要望 とその比較 ・対照 ・解 説

マ イ クロコンピュー タシステム技術者教育の

現状 と課題

マイ クロコンピュー タとその利用技術 の将来

一拡が る知的利用へ のニー ズ と技術一

資料1/Oシ ミュレー タ開発報告書

資料 マ イコン用 リアル タイムモニ タプ ログラム開発報告 書

資料 イ ンテ リジェン トデ ィス クユニ ッ ト開発報告書

資料 パケ ッ ト交換網 用汎用端末機開発報告 書

資料 マルチマ イクロプ ロセ ッサ開発支援 システム開発報告 書

資料 リアル タイムFFT演 算装置開発報告書

56-SOO1中 小企業の情報 システム化に関す る調査研究

56-SOO2マ ン ・マ シン ・ユーザ ・インタフ ェイスに関す る

調査研究報告 書

資料 情報処理 に関す る標準化調査

ComputerWhitePaper1981Edition

*世 界 コン ピュータ年鑑'82

*コ ンピュー タ白書'81

、お申込み 〒105東 京都港区芝公園3-5-8.機 械振興会館内

(財)日 本情報処理開発協会/普 及課
なお*印 の もの は㈱ コ ン ピュ ー タ ・エ ー ジ社

一 般 賛 助 会 員

6,500円5,500円

6,000円5,000円

7,000円5,500円

5,500円4,500円

6,000円5,000円

2,500円2,000円

5,000円4,000円

8,000円6,500円

1,900円1,500円

2,600円2,000円

1,800円1,400円

1,300円1,000円

2,300円1,800円

1,300円1,000円

5,500円4,500円

8,000円

4,000円

5,000円

6,500円

3,200円

4,000円

6,800円

4,800円

ftO3(434)8211内 線535

奮03(581)5201で お 取扱 い して お ります。



、

本誌は 日本自転 車振 興会か ら競 輪収益の一部 である機 械工業振興

資金の補助 を受 け昭 和57年 度情報処理に関す る普及促進補助事業

の一環 として発行 する ものです。
、


